
資料３

中央環境審議会 環境保健部会化学物質環境対策小委員会（第６回） 

題小委員会 

化学物質管理制度検 第５回）合同会合（第５回） 

議 事 録（案） 

 

６ 月 １ ５ 日 

１ ０ ： ００～１２ ：２６ 

大会議室 

 

○森下化学物質審査室長 おはようございます。定刻になりましたので、ただいまから第５回

環境対策小委員

佐藤小委員長が議事進行をさせていただきます。 

 委員の出席状況につきましては時間の都合上省略をさせていただきますけれども、お手元に

座席表をご用意させていただきました。そちらをごらんいただければというふうに思っており

ます。 

それぞれ定足数

 それでは、議事進行を佐藤小委員長にお願いいたしたいと思います。よろしくお願いいたし

ます。 

○佐藤座長 おはようございます。きょうは、今ご紹介ありましたように、私が議事進行させ

ズにやりたいと

たします。 

 それでは、早速ですけれども、本日の資料の確認の方を事務局からお願いいたします。 

○森下化学物質審査室長 それでは、配布資料ですけれども、議事次第の下のところに書いて

ございます。資料１から資料８でございます。１つ１つ読み上げることは省略させていただき

ますけれども、不備等ございましたら事務局までお申しつけいただければというふうに考えて

おります。よろしくお願いいたします。 

 それから、資料３でございますけれども、この前回議事録（案）、こちらの方は委員限りで

ございます。傍聴者の方々には配布しておりませんので、ご留意をお願いいたします。議事録

産業構造審議会 化学・バイオ部会 化学物質政策基本問

討ワーキンググループ（

平 成 １ ９ 年

三田共用会議所 ３階

化管法見直し合同会合を開催させていただきます。 

 本日は環境省が事務局の取りまとめを、中央環境審議会環境保健部化学物質

会の

 次に、本日の合同会合の成立についてでございますけれども、両委員会とも

を満たしておりますので、本会合は成立いたしております。 

ていただきたいと思いますけれども、できるだけ時間を超えないようにスムー

思いますので、よろしくお願いい
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（案）は委員の方々には事前にご確認をいただいておりますけれども、なお修

ましたら１週間後の６月22日の金曜日までにご連絡をお願いいたします。委員全

正点等がござい

員の方にご確

ただく予定です。 

○佐藤座長 それでは、まず本日の議題を確認させていただきたいと思います。１枚紙で議事

次第というのがあるかと思いますけれども、その２の議事、まず前回会合の意見整理と追加意

うに、議題１の

、それから議題

向性について。それから３番目が、きょうは予定では終わ

りから２回目の会議なので中間取りまとめの骨子（案）についてということで、それぞれご審

議いただく予定でございます。 

から説明をお願

価室長 それでは、資料４をごらんください。これまでの会合の意見

の整理をしているものでございます。前回の意見の部分を中心に簡単にご説明させていただき

ます。時間の関係もございますので、全てのご意見をご説明することはできないと思いますが、

よろしくお願いいたします。 

手法及び届出外

たしまして、業

界団体等でマニュアルをつくっていく、あるいは運用していくことの重要性。また、国のマニ

ュアルに業界のマニュアルというものを連携させていくことの重要性。特に排出係数等につき

ましては見直していくことの重要性、あるいは必ずしもそれを全て使うわけではなくて、いろ

ていくというよ

 それから、７ページの下の方でございます。届出外排出量推計方法についてでございます。

めくっていただきまして８ページでございます。これにつきましては有識者による検討を毎年

行っていただいているわけですが、これについてさらに引き続きやっていくことの重要性。あ

るいは量的に微量でありますがガス量が多いことによって一定量の排出が見込まれるようなも

のや、あるいは廃棄物等についても推計の重要性等々が述べられてございました。 

 それから、８ページ下の方でございます。自主管理の在り方ということでご意見を幾つかい

ただいてございます。まず、業界団体レベルでいろいろレビューした結果というものを発表す

認をいただきましたら環境省及び経済産業省のホームページに掲載をさせてい

見について事務局より説明していただきます。その後、この議事にありますよ

リスクコミュニケーション及び人材育成に関する課題と今後の方向性について

２のＭＳＤＳ制度の課題と今後の方

 それではまず初めに、第４回合同会合における意見の整理について、事務局

いいたします。よろしくお願いします。 

○斉藤化学物質リスク評

 めくっていただきまして、７ページをごらんください。前回まず排出量把握

排出量の推計方法についてご議論、ご審議をいただきました。主なご意見とい

いろな導入状況によってそれぞれ各事業者が自分たちの導入具合に沿って使っ

うなことも述べられてございます。 
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るような場を国として整備する必要があるのではないか。あるいはその下でご

出のない事業者に対しても自主管理の重要性を促していくことが必要だという

下の方になりますが、やはり一般の方が理解できるような評価、仕組みをつく

ざいますが、届

こと。あるいは

る必要性。ある

いはリスク評価につきましてはまだまだ大企業でないとなかなか難しいだろということで、９

ページになりますが、中小企業向けのツールなどの開発が必要だろうというご意見。 

う法施行後の蓄積されたデータというものをど

けることが必要

 それから真ん中でございます、より安全な物質への代替ということで幾つかご意見をいただ

いております。代替というのは非常に重要な自主管理のツールではありますけれども、有害性

た上での実施が

いはスクリーニングレベルでもいいから物質代替においてもリス

いう話。それか

ら、リスクを十分踏まえた上で代替してほしいということを国として普及啓発することの重要

性、等々が述べられておりました。 

 それから、下でございます。地方公共団体の役割ということでは、やはり行政と事業者の連

きまして10ペー

はり事業者の方に対する助言等というのが非

常に重要だろう。あるいは、特にその中の中小企業ということで指導、助言というのを行って

いくことの必要性等々が意見として述べられました。 

 それから、本日の議題でもございますが、リスコミ等におきましてはひとつ化学物質アドバ

でご説明させていただきます。以上です。 

○佐藤座長 ありがとうございました。 

 このご意見の書きぶりとか何かありましたら、後日事務局までお知らせいただければと思い

ます。 

 特にご議論ないかと思うんですけれども、もしこの場でどうしてもというご質問ご意見があ

りましたら伺いたいと思いますけれども。よろしいですか。 

 それでは、次へ進ませていただきます。次に、追加のご意見をいただいておりますので、事

務局からご紹介をお願いいたします。 

 それから、１つ飛びますが、７年間のこうい

う活用していくのか、定期的な報告会を設けるなどいろいろなそういう場を設

であろうというようなご意見をいただいてございます。 

がはっきりしない物質の代替なども考えられることから、適切な評価を踏まえ

重要だろうということ。ある

クが下がる方向の評価スキームというものを広く普及することが必要だろうと

携による届出情報の精度向上というものの重要性。それから、めくっていただ

ジでございます。地方公共団体の役割として、や

イザー制度についての拡大等の検討要請もございました。 

 以上が前回の主だった審議の内容だということ

- 3 - 



 

○木村環境安全課長 それでは、これにつきましては資料５をお開きいただき

前回の会議におきまして十分ご発言できなかった委員の方々から、会議後、ご

た期間内に追加

たいと思います。

案内いたしまし

のご意見を賜りましたので、ご紹介させていただきます。お二人の委員からい

ただいております。 

 一人目は小出委員からの、代替物質に関するご意見でございます。代替物質への転換はメリ

する情報を社会

かと思います。 

方法についてと、

資料８の自主的な化学物質管理の在り方についてに関するご意見の２つの意見からなっており

ます。まず、初めのご意見でございますけれども、事業者の算出実態の分析のもとにやった調

事業者も大幅に増加してきていることから、もう

１つは、化管法に基づく自

意見かと思います。 

 資料５につきましての説明は以上でございます。 

○佐藤座長 どうもご意見をいただきました両委員、ありがとうございました。 

 これはご意見を伺ったということで次に進ませていただきたいと思います。 

ン及び人材育成について、これは事務局

○斉藤化学物質リスク評価室長 それでは、資料６をごらんください。まず、検討事項という

ところにございますとおり、リスクコミュニケーションあるいは人材育成というのをどう行っ

ていくべきかということで今回ご審議いただければと思います。 

ミュニケーションでございますが、リスクコミュニケーションの考え方とい

リスク管理を進

める上で非常に重要な要素ということで、特に事業者にとっては地域住民の方々との信頼関係

の構築、あるいは効率的なリスク管理の実施、場合によっては企業イメージの向上などにもつ

ながる。また、地域住民の方にとってはやはり情報不足による不安等の払拭が図られるという

ことが期待されます。 

 また、もちろん「ゼロ・リスク」というものの実現はほぼ難しいわけでございますが、少し

でも情報をお互いに共有することによってそういう不安というものを払拭していくということ

が非常に期待されるというものでございます。 

ット、デメリットをよく検証して行うべきものであること。また、これらに関

に知らせる仕組みづくりについても検討するべきである旨の内容になっている

 そして、もう一方は関澤委員からの前回の資料６のＰＲＴＲ排出量等の算出

査が平成13年のもので古く、17年度には届出

一度調査を行うことが望ましいのではないかといったご意見。もう

主管理については現状の位置づけを維持することが望ましい旨のご

 それでは、本来の議題１のリスクコミュニケーショ

から資料６の説明をよろしくお願いいたします。 

 まず、リスクコ

うことで簡単に整理させていただいております。リスクコミュニケーションは
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 下の方になりますが、化管法におきましては国及び地方公共団体におきまし

民の理解を深めることに努めるよう規定されてございますし、また事業者にお

に国民の理解、特に周辺住民の

てもそういう国

いても同じよう

方になると思いますが、理解を深めることに努めることが必要

というふうに規定されてございます。 

 それでは、では具体的にどのようなことが行われているかということでございます。１ペー

させていただき

野の方々の代表

等環境円卓会議」というものを平成13年から設置

してございまして、これまで約20回開催しております。めくっていただきまして、ここに写真

とか最近の開催状況を示させていただいております。 

ザーの育成や派

ターの派遣とい

 それから、３番目といたしまして情報の整備・提供ということで、リスクコミュニケーショ

ンの理解を深めるためのものといたしまして、各種パンフレットの作成・配布を行っておりま

す。また、自治体におけるモデル事業の実施、あるいは製品評価技術基盤機構、ＮＩＴＥにお

トについてご紹

介させていただいております。 

 次、４ページをお願いいたします。リスクコミュニケーションがどの程度行われているかと

いうことをアンケートした結果等についてご紹介させていただきます。これは昨年アンケート

いております。

とに関しまして

は42.3％ということで、ある一定量規模の事業者の方がリスコミについては検討していただい

ているというふうに考えております。 

 また、２番でございますが、リスコミの意義ということにつきましては、まずはやや内向け

っぽいですが、従業員の意識の向上ということが非常に大きな効果として事業者側から評価さ

れております。次いで、周辺住民の方の理解の増進を図ることができた。その他、取引先、行

政の理解の増進を図ることができたというような回答となってございます。 

 めくっていただきまして、それではどういう課題があるかということを事業者の方にお聞き

ジ下の方の（２）でございます。まず国において行っていることを幾つか例示

ます。まず１番目といたしまして場の提供ということで。これはいろいろな分

の方が集まっていただきまして、「化学物質

 また、２番目といたしまして、対話の推進ということで、化学物質アドバイ

遣事業等も行っており、リスクコミュニケーションにおける特にインタープリ

うような位置づけで行わせていただいております。 

けるホームページ上での実施事例の紹介等々を行ってございます。 

 めくっていただきまして、３ページに国の方で整備しておりますパンフレッ

した結果でございます。ＰＲＴＲの届出行った事業者の中から選ばせていただ

まず、取組状況ということで、実施をしようあるいは実施をする予定というこ
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した結果によりますとほかの会社はどんなことをやっているかという他社の事

のに対する希望が多い。また、続きまして、ど

例紹介というも

のようにやったらいいかという企画、運営に関

 それから、５番目といたしまして幾つか実施事例をここに挙げてございます。まず、方法と

いたしましては自治体が主導で行っている例、あるいは業界団体が主導でやっている、あるい

場見学というさまざまな行

学物質対策とか

災害対策など含めていろいろなリスコミを行っているということでございます。 

 めくっていただきまして６ページでございます。事例２におきましては、これも自治体が主

、この図にございますとおり、環境濃度の状況についてシミュレ

るという面だけ

入等にもつなが

ったという結果が出ております。 

 それから、事例３でございます。これは化学業界のレスポンシブル・ケアの一環として行わ

れているものでございますが。これは篠原委員からも以前ご説明があったとおり、事前アンケ

した上で、それ

。 

 それから、事例４につきましては、これは非常に長い、40年ほど前からもう周辺住民の方の

代表者との意見交換会をずっと実施してきているという事例でございます。めくっていただき

まして７ページでございます。非常に信頼関係も既に深まっていることで、このようなやり方

 引き続きまして、人材育成についてご説明させていただきます。まず、化管法では国におき

ましても人材育成を求められておりまして、どういうことをやってきているかということをま

ずご紹介させていただきたいと思います。 

 まず、化学物質アドバイザー制度でございます。これはリスコミにおきまして対話の推進を

担う人材として育成して派遣をさせていただいております。現在24名の方が登録されておりま

して、年間大体50回程度派遣が行われております。また、アドバイザーの方々に対しては最新

情報をいろいろご説明する場なども設けております。 

する相談をしたいという要望があがってきております。 

は個別企業が窓口になっている例等々いろいろなものがございます。 

 事例１につきましては、これは普段から地元行事への参加とか工

事を行っている中でこのリスコミについても行ってきているということで、化

導で行った例でございますが

ーション結果を開示するなど行うなどして、これによって周辺住民の方に対す

でなく、結果といたしましては社内の意識向上につながって、新たな設備の導

ート等行いまして事前に住民の方々の要望あるいは興味がある点について把握

に基づいて資料を準備し説明するという体系をとっております

というものが他の事業者への広がりを見せているということでございます。 

 以上がリスコミに関するご説明でございます。 
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 また、大学におきましてもここに２つほど事例をお示ししましましたが、こ

いろ動きが出てきていると思っております。これは大阪大学の大学院でござい

ク管理ということで、特にリスク管理という観点から新しい教育プログラムが

れ以外にもいろ

ます。環境リス

出てきておりま

す。こちらは化学物質だけではなく、地球温暖化などいろいろな概念が入っているようでござ

いますが、環境という観点からリスクについていろいろ教育が行われているというものです。 

クマネジメント

、これは事故とかそういうものを含め

を勉強していく、

そういう専門家を育成していくという場が設けられてございます。 

 それから、４番といたしまして、若干ニュアンスが異なりますが、一般の方とかあるいは子

を行っておりま

」とか、あるいは「かんたん化学物質ガイド ｅ

ていただいてお

ります。９ページに表紙がございますが、こういう形でいろいろな情報を提供している、基礎

的な情報を提示させていただいております。 

 それからめくっていただきまして10ページでございます。これも人材育成に関してアンケー

境リスク評価を

でやはり意識向

上のために人材育成が必要だという回答が大きくありまして、この部分に対して企業からの人

材育成に対するニーズが非常に高いというふうに我々考えております。 

 また、２番目にございますとおり、なかなか環境リスク評価できない理由といたしましては、

ともに、やはり人材がなかなかいないと

 以上が人材等についての資料でございます。あと11ページ以降は過去の報告書等々の抜粋で

ございます。人材につきましてもここにありますとおり、特に環境リスク評価やる上で事業者

の方も人材不足というものを感じているということが見受けられると思っております。 

 以上、簡単でございますが、ご説明とさせていただきます。 

○佐藤座長 ただいまリスクコミュニケーション及び人材育成についてということでご説明を

いただきましたけれども、何かご意見ご質問等あれば伺いたいと思います。 

 では、上路先生。 

 ８ページでございます。続きまして横浜国立大学におきましても「高度リス

技術者育成ユニット」というものが発足しておりまして

たリスクということでございますが、広い意味でのリスクマネジメントの手法

どもに対する情報提供ということで、国の方では幾つかホームページ上で試み

す。「なるほど！ケミカル・ワンダータウン

－ラーニング版」といったものをそれぞれ役所のホームページ等から公開させ

トを行った結果についてご紹介いたします。まず１番といたしまして、特に環

実施していくためにどういう点が問題かということを聞いたものです。その中

やり方がわからないとか、テキストがないというのと

いうことで回答が返ってきております。 
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○上路委員 ２つほどあります。４ページのところのリスコミを今後実施する

うのが50％と非常に高い値になっているんですけれども。これは本当に事業体

い、その理由は何なのかというのがわからないです。あとの

予定がないとい

がやる予定がな

方、そのやり方がわからないとい

うこともあるんですけれども、その予定がないというのがわからない。 

 それともう１つ。リスコミをやるときにやはりマスコミの力を借りるということも１つの手

と思うんですけれども、それに対して何らかの考え方を示しておく必要があると思

○佐藤座長 ありがとうございます。 

 もう一方、城内委員からどうぞ。その後ちょっと今の質問に。 

たのは「従業員

れを見てちょっ

化学物質の危険

有害性については周知されているはずで、だけれどもそういうことは実はなされていなくて、

リスクコミュニケーションを住民にしなければいけないということでやった結果、従業員にも

こういうことが起きたということなんだろうと思うわけです。この結果というのは実は資料７

というのは、つ

いうことが出て

くるわけですが、それらの結果とあわせて見てもこれはかなり矛盾していると私は思っていま

す。 

 ということはつまり、基本的に日本の化学物質に関する意識といいますか情報の伝達という

きりしてきたか

 あともう１点。子ども向け学習サイトの公表というのが８ページ以降書いてあります。実は

私はこれをのぞいてみました。これもびっくりしたんですが、子どもが化学物質はこういう危

険性があるのでいろいろラベルを調べてみましょうみたいなことが書いてあります。実は日本

のラベルでは化学物質の危険有害性についてはよく書かれていないわけです。それなのに子ど

も向けでラベルを見ましょうと書いてあってもこれは非常に矛盾があります。これらが本当に

安全教育というのに結びつくかというと非常に疑問で、ぜひ基本的に何が欠けているのかとい

うのをちゃんと議論して先に進んでほしいという気がいたします。 

ではないか

います。 

 以上です。 

○城内委員 資料６ですが、Ｑ２の図１－５で、一番パーセンテージが高かっ

の化学物質の管理と環境の保全に関する認識を深めた」とありますが、私はこ

と唖然としました。というのは、化学物質を扱っている会社であればもともと

のＭＳＤＳのところでも同じようなものが出てくるんですが、同じようなもの

まりＭＳＤＳはよく配布されていますとか、社員教育によく使われていますと

のは多分どこかが欠けているんだろうというのがこのアンケート結果でもはっ

なと思っています。 
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 あと１点。人材育成のところでいろいろアンケート結果が出ていますが、人

は専門家が必要だという一般論が出てきていますが、実は私はＧＨＳにかかわ

ども、ＧＨＳの中でも例えば分類するときに危険性の分類、健康有害性でもい

材育成に関して

っていますけれ

ろいろな分野が

ある、あとは環境有害性の分類にもいろいろな専門家が要ります。なおかつそういうデータを

例えばラベルに反映させるとかＭＳＤＳに反映させるというまた別の専門家が必要で、なおか

ことがあります。 

いますけれども、それは作業をどのよう

いけばいいのか、国際的にもどういう分担でやっていけばいいのかというのをちゃ

んと議論しないと、方向性を見失うかなという感じがしました。 

 以上です。 

す。 

教育の中で行われ

問題があるなと

いうふうに私も思ったような次第です。 

 それではちょっと、先ほど上路先生からご質問ありましたが、それにお答えできれば。 

○斉藤化学物質リスク評価室長 ４ページでございます。ご指摘のとおりだと思います。１点

に抽出していま

うことをまず１

点ここで申し上げたいと思います。 

 ですから、やはり私も先ほどあったとおり、予定がないとか、あるいはリスコミの意義とし

て最初に社内の意識が高まったというところは私も少々驚いたところがあって、まだまだだな

そういう中小企業レベルも含めたアンケート結果

うことを１つご認識いただければというふうに思います。ですから、そういうとこ

ろ国としてもやっていくべきところがいろいろあるということはご指摘のとおりだと思います。 

 予定がないというところの理由まではちょっと今回アンケートとってませんのでそれ以上の

ことはわからないんですが、特に中小系の企業においてはまだまだリスコミの実施まで至って

いないというのが実態ではないかと思っております。 

 以上です。 

○佐藤座長 ありがとうございました。 

 それでは、先ほどの城内委員の後半でおっしゃったことというのは多分ＭＳＤＳと関連する

つ化学物質管理をどうやっていくかというときはまた別の専門家が要るという

 そういうことで、専門家の育成というのは簡単に言

に分担して

○佐藤座長 ありがとうございま

 城内委員の最初のご意見は私も全く同じ感想を持ちまして、当然労働衛生

ているんだろうはずのことなんですけれども、そうでないというんだとすると

申しますと、今回のこのアンケートですが、ＰＲＴＲの届出事業所から無作為

すので、大企業ばかりではなくて、かなり中小規模の会社も混じっているとい

という気が正直いたしておりますが。やはり

だったとい
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ことになると思うので、そこのところでまたご意見いただければと思います。 

。 

ともあるかなと

いうふうに思っております。というのは、先ほど斉藤室長がおっしゃったように、実はこれこ

のアンケートは中小企業を含めてかなり広範囲にわたっておりますので、ある程度の規模の企

タや資料を使っていると思います。中小企業の方にはまだそこま

う意味で私も斉

 ただ、ではこれでいいのかとなると決してそうではなくて、いろいろなリスクコミュニケー

ションの広がりというのがまだまだ不十分だと考えています。日本化学工業協会としても以前

、何とかこれを

委員の方からいろいろな産業の努力をレビューしていくよ

して、これはイ

コールリスクコミュニケーションの場を広げていくという１つのツールに使えるのではないか

というふうに考えております。 

 それで、もう１つちょっとご参考までに。このＰＲＴＲデータは今後公表されるということ

れども、実はＮＩＴＥでこの

でどの地域がど

ういう物質がどういうふうに分布しているのが分かります。私も一度見たことがあるんですけ

れども。こういうことも含めて、先ほどのリスクコミュニケーションという場をつくることに

よってこれをうまく利用すればもっと広がっていくのではないかと思います。 

は、国もそうですけれども、地方公共団体、それから事業者が一体となっ

く必要があるのではないか。そういうことを進めてい

く中で、先程のグラフも社内ではなくて外に対して認識が深まってきたというデータがふえて

くるというふうに認識しておりますので、ぜひそういう仕組みをつくっていただきたいという

ふうに思っております。 

 以上でございます。 

○佐藤座長 どうもありがとうございました。 

 では、辻委員、お願いいたします。 

○辻委員 我々企業にとってやはり地域住民を含めて利害関係者とのリスクコミュニケーショ

 続いて篠原委員、それから辻委員、織委員というふうにいきたいと思います

○篠原委員 今、城内委員の意見、私もこれ見て驚いたというか、こういうこ

業については社内教育にデー

で広がっていないというのが多分このデータの実態だろうと思います。そうい

藤室長に同感なわけであります。 

私がお話ししましたように、まだまだ不十分だというふうに感じておりまして

広げたいと考えています。前回、織

うな場をつくったらどうかという意見もございました。私は大賛成でございま

になると思うんですけれども、御園生委員がいらっしゃいますけ

データをかなりおもしろく解析されております。非常にビジュアルに地図の上

 それからもう１つ

たコミュニケーションの場をつくってい

- 10 - 



 

ン、これは非常に重要な企業活動を継続して発展させていく上では非常に重要

いるとこういう認識をしています。そのためには日本電機工業会でも平成15年

ググループをつくって、電機業界のための化学物質のリスクコミュニケーショ

な意味をもって

にこのワーキン

ンマニュアルを

つくりました。そのマニュアルの中にいろいろな手順なりやり方なりこういうふうな展開やる

んだよということも書いてありますし。それは、先ほどちょっと中小企業の方の話が出ました

、セミナーも開

ところを含めてなか

なかそれがやはり各企業、国も含めてやりきれていないというのが実態です。そういう意味で

はやはり化学物質のアドバイザーとかそういう専門家を養成していく必要があるなと。 

す。これは当然

対応するという

分もあるんです

けれども。ただ、一方でやはりリスクコミュニケーション、これは化管法が契機としていろい

ろ言われ始めてきたという中で、やはり非常に内容が住民側にとっても難しい、我々も説明す

るのに非常に難しい。そういう中で我々一番企業にとっては地域住民との対話、一般的な対話

んだり、日ごろ

からそういうコミュニケーションを十分にやっておけば、こういう難しい話になったときも非

常に理解が得やすいというところで。やはり一気にそういう難しい化学リスク云々という話を

するよりは段階的にこういうコミュニケーションそのものがどういうふうにあるべきかと。そ

う進めるべきかという観点からもう一度リスクコミ

うふうに思って

おります。 

 以上です。 

○佐藤座長 ありがとうございました。 

 それでは、続いて織委員、お願いいたします。 

○織委員 私、化学物質関連の議論についてももう結構10年ぐらい議論加わらせていただいて

おりますけれども、ＰＲＴＲ法制定当時からリスクコミュニケーションの必要性、人材育成の

必要性ということはもう議論し尽くされておりまして、ここに出てくることも今まで３回、４

けれども、中小企業も含めて会員企業に配布をして啓蒙を図ってきたと。また

催しましたし、そういう意味ではかなり普及を展開してきました。 

 ただやはり、先ほどもちょっと話がありましたように、人材不足という

 ただ一方で、環境ＩＳＯの中にコミュニケーションという要求項目がありま

地域住民から含めて利害関係者からいろいろな要望が来ると。それに対しては

のが要求事項になってますけれども、そのあたりではかなり訓練されている部

ですね、まずそこからしっかりやる必要があるなと。 

 例えば我々の工場でも工場見学を地域住民の人に行ったり、また夏祭りに呼

の中で化学物質のコミュニケーションをど

ュニケーションの在り方というものを見直してもよいのではないかと、そうい
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回、５回ぐらいはこういったフレーズを見てきたと思っています。ですから、

いとまた来年も再来年度も、毎回こういうことを言っていますが、同じ議論を

大体皆さんこれは賛成なんです。ですから、具体的に何が今問題で何が欠けて

ここから進まな

せざるを得ない。

いるのかという

ところを、今回の議論でしたらＰＲＴＲ法改正に絡んでおりますので、ＰＲＴＲデータをリス

クコミュニケーションにどうやって生かしていくのか、そのためには人材はどこが欠けている

いかなという気

すとか、あるい

は認識を深めたというところで委員の皆さんが驚いてらっしゃるというご意見があったんです

が、私も多分これはすごくびっくりされると思うんですが、現場にいって地域の住民の方と対

といったものに

化学物質と直接関

気がつくという

ことが多々あります。それ自体は非常にいいことだと思っております。きちっとそういうこと

もこれから広げていかなければならないのですが、そういう契機でもあるということです。 

 また、リスコミを実施する予定はないというところは、主に非常にこわがっている企業の方

のではないか、

いう意識をまだまだ持ってらっしゃるとこ

ろがあって、やはりそこのところをＰＲＴＲデータというものを広げていくときに、実際には

そんなに怖いデータ、恐ろしいことではなくて、普段からコミュニケーションをしていくと逆

に社内の中の意識も高まっていってこういういいことがあるんだよという認識を広げていくと

いるのは、まず

企業の中でコミュニケーション、人材、コミュニケーションに関する教育、訓練というものを

広く全社的に行う必要がかなりあるのではないかということが第一点です。 

 それからもう１つは、環境教育というか、今小学校でこういったホームページなどもつくっ

ていますけれども、ＰＲＴＲデータが個別事業所のデータが開示されることになる。というこ

とは、中学校の授業の教材として使うことがより容易になってきた。ところが、実際には学校

の先生でこれを使っていこうという人がなかなかまだいない。日化協やいろいろなところがや

っている取組と学校を結ぶための取組というのをだれがどのようにやっていくのかということ

のかと、そういう議論をしていかないとやはり抽象論で終ってしまうのではな

が正直言ってしております。 

 そういった観点からですけれども、アンケート結果で実施する予定はないで

話をしてみると、自分たちが気がつかされなかった観点から環境ですとか保安

対して意識する。あるいは会社の中でも総務ですとか人事とか広報とか余り

わっていないところの方がこういったリスクコミュニケーションを契機として

が、特に中小企業の方の中には多いんですね。非常にコストがかかってしまう

あるいは不要に住民の方が反対するのではないかと

いうことがすごく重要なのではないかというふうに思います。 

 具体的に１つ、幾つかリスクコミュニケーションの場に立っていて実感して
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を具体的に議論していかないとまた抽象論で終ってしまうという気がいたして

 それから、もう１点は化学物質アドバイザーですね。実際にこの方たちは私

させていただいておりまして、いてくださるだけで非常にコミュニケーション

おります。 

も何度かご一緒

が進んでいると

いうことがあります。ただ、現実には多くの企業の方がどうやって活用していけばいいのか、

どこにコンタクトすればいいのか、どういうふうにやっていけばいいのかということをまだま

思います。 

思います。住民

と、同じ方がい

つも集まって同じようなメンバーで同じ議論をしているというのが本当のことを言うと今、こ

こで挙げられているリスクコミュニケーションの現状なんですね。これを何とか少しでもいい

く。そのためには何をすればいいのだろうか、そ

論をこれからし

す。 

○佐藤座長 貴重なご指摘ありがとうございました。 

 時間も押してきているんですけれども、では新美先生と、それから中地委員と、手短にその

順番でお願いいたします。 

させていだたきたいと思います。

れの間のコミュ

ニケーションなのかということがきちんと分けて議論されていない。例えば事業者と住民なの

か、あるいは行政とその市民なのか、みんな一緒なのかどうか、その辺をきちんと考えないと

コミュニケーションうまく効率的にいかないのではないかと思います。 

かミューチュアルかによ

ーションをする

のかということをきちんと分けて考える必要があろうかと思います。 

 それから、それとの絡みですが、専門家もどんな場面でどういうコミュニケーションするの

かによって役割、演じ方が違ってくると思いますので、専門家の育成をする場合にはどのあた

りで活躍してもらうのかということを十分考えておく必要があろうかと思います。 

 幾つかの大学がプログラムを進めておってこれからどんどん進んでいくんだろうと思います

が、それとの関連で１つ懸念をするのは、これ供給する側は成功していくんですけれども、受

け入れる側はその体制をとれているのか、あるいはとれる体制があるのかということでありま

だご存じないという、まだ周知が不徹底ということがあるのかなというふうに

 最後に、形式的なリスクコミュニケーションというのは随分行われていると

とかＮＧＯの方が一緒になっていく。ただ、もう５年ぐらいこれをやっている

ので普通に関心がある人を引っ張り出してい

のためにこのＰＲＴＲデータをどうやって使っていけばいいのか、こういう議

ていけたらなと思いま

○新美委員 どうもありがとうございます。簡単に２点指摘

今リスコミの話が出ているんですが、そこで視点が欠けているのは、だれとだ

 それからもう１つは、コミュニケーションの在り方もユニラテラル

って全然手法が違うと思います。その辺もどういう場面でどういうコミュニケ
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す。とりわけこういった専門家を受け入れるにはそれだけコストをかけなけれ

で、それぞれ受け入れようとする部門はどれぐらいのコストをかけて専門家を

があるのか、あるいはそういう政策

ばいけませんの

受け入れる予定

としてそういうことを考えるのかということを検討してお

く必要があろうかと思います。 

 以上です。 

構うまくいって

ニケーションど

ういうふうにとっていくのかという観点では業種によっても取組にものすごく温度差があると

思うんです。例えば化学工業界だったりあるいは電機、自動車では、大手はやってますが、Ｐ

売事業でリスコ

域の都道府県の

担当者の方とあるいは排出量の多い大手の工場の方なんかと年に二、三度いろいろなところで

コミュニケーションする場を持っているんですが。やはり声かける際に都道府県の担当者によ

っても非常にリスコミをモデル事業としてやられているところは多いわけですが、そういうふ

話がありまして。

はないかなとい

うふうに思っております。それが１点と。 

 ２点目は、リスコミを受ける側の利害関係者で、市民というのはあるいは周辺住民という立

場の方がいるんですけれども、そこの知識レベルを上げるとか、あるいはリスコミに関してど

しする必要があ

 ３点目は、人材育成のところで、大学での人材育成プログラムの次に子ども向けの学習サイ

トというふうにガタッと差があるんですけれども、化学物質についてもっと国民の全体的な知

識のレベルであったり認識のレベルを引き上げるというふうなことをきっちりしていかないと、

いろいろな形で化学物質に関する教育を受けている方もおられるわけですけれども、そういう

人たちの知識みたいなことが生かされていないこともありますので。その辺もうちょっと人材

育成というよりももっと国全体の化学物質に対する教育、環境教育であり、知識を向上させる

ようなことをやっていくべきだというふうなことを書き込んだ方がいいのではないかなという

○佐藤座長 では、続いて。 

○中地委員 中地ですけれども。３点あります。１つは、リスコミのことで結

いるというふうな形で紹介されているんですけれども、まだまだリスクコミュ

ＲＴＲの排出事業者で言うと一番多いのは石油小売事業ですけれども、石油小

ミをやったという事例は報告なんかされていないわけですし。 

 あるいは私どもＴウォッチというＮＧＯ団体で地域セミナーという形で各地

うなモデル事業の対象にならなかった都道府県では余り重い腰があるみたいな

その辺の地方自治体の取組についてもやはりきちんと書き込む必要があるので

ういうふうに参加していったらいいのかというところ辺の支援なんかをもう少

ると思います。 
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ふうに思います。 

○辰巳委員 はい、一言なんですけれども。コミュニケーションという単語でこの調査の結果

を見る限りはどう見てもコミュニケーションと私には思えなくて、全部ワンウェイなんですね。

、やはりコミュニケーションだったら双方向で、参加された方からも意見を聞くという

っとないなと私は思っただけなんです。それだけです。すみ

○佐藤座長 ありがとうございました。 

 リスクコミュニケーションというのは本当に今お話を伺うと難しいなというふうに、各論に

ます。だけれども、アンケートでほかのところが何をやって

いけばやはりい

常に重要だとい

うふうに私も聞かせていただきました。 

 時間の関係もありますので、次の議題に進ませていただきたいと思います。関連の話も出て

きたと思いましたけれども、ＭＳＤＳ制度の課題と今後の方向性について、では資料７のご説

Ｓ制度について

ご説明をさせていただきます。 

 まず１ページでございますが、化管法におけるＭＳＤＳ制度の位置づけでございます。これ

は大きく２点ございまして、１つは特に川下側の事業者の方々に対して化学物質の取扱い方法

有の点でござい

要な情報を提供すること、

大きく２つの役割がございます。 

 それから、真ん中、２．でございます。ＭＳＤＳで提供される情報といたしましては、これ

は法律の省令で定められておりまして、またその記載の様式につきましてはＪＩＳが定められ

ております。このＪＩＳの様式につきましてはＭＳＤＳを定めております他の２法、労働安全

衛生法、毒劇法でも同じ様式を使っておりますので、ここは一致しております。 

 またもう１点、最近の流れといたしまして、含有情報を伝える必要がある。これはＥＵで行

われていますＥＬＶ指令とかＲｏＨＳ指令などからきているものでございます。要するに成形

 以上です。 

○佐藤座長 では、辰巳委員、手短にお願いします。 

だから

そういうイメージがこの中にちょ

ません。 

なると難しいなというふうに思い

いるのかというのを知りたいというのがあったらこういうのをだんだん広めて

いものにだんだんなっていくだろうし。あと、学校教育の話ですね、これは非

明をお願いいたします。 

○斉藤化学物質リスク評価室長 それでは、資料７をごらんください。ＭＳＤ

等について詳細な情報を伝えるということ。それから、もう１点は、化管法特

ますが、ＰＲＴＲの届出がございますが、これが実施できるよう必
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品の中にどの程度ある特定の物質が入っているかという情報を伝える必要性と

ております。これは我々といたしましてはＭＳＤＳとやや違う概念であると考

やや似た概

いうのが高まっ

えております。

念でございますが、２つのものが並んで存在するということをご理解いただければ

と思います。 

 それを示しましたのが次の２ページでございます。下の図でございます。簡単な図でござい

行うというこ

形品等にどれぐ

とでございます。 

 それから、めくっていただきまして３ページでございます。ＭＳＤＳに関しましてはこれま

でのこの場の審議においても、出し手側においてきちっと情報を書き込んでいるのかどうか、

十分ではない場

かなか実態がわ

して、アンケートを行いました。 

 ＭＳＤＳ制度の理解度ということでございますが、これは９割以上の方が理解しているとい

うことで、一部知っていないという方もおられましたけれども、理解はある程度は高まってい

るというふうに考えております。 

聞いてますので、

供を受けている

と答えている方が７割弱、残りの３割弱が一部ということになっています。この一部の意味は

ちょっと我々もアンケートの聞き方が十分ではなかったと反省していますが、本来つくべきも

のについていないという問題がある話なのか、あるいはＭＳＤＳは全ての物質についてつける

ものもあり得る

ち問題があるの

かないのかをはっきりわからない点がございます。 

 それから、めくっていただきまして４ページでございます。化管法ができてＭＳＤＳの伝達

内容がよくなったかどうかということでございます。よりよく開示されるようになったという

ことで約６割回答ございますが、残り４割は変わらないとなっています。これもちょっと聞き

方が悪かったかなと反省しているのですが、やはり不十分なままなのか、あるいはもともとか

なりきちっとして開示されているので問題がないのか、それがこれだけでははっきりしないと

いう点が正直ございます。 

ますが、ＭＳＤＳ制度というものが化学物質の取扱いに関して適切な情報伝達を

とを主要な目的としているのに対し、含有化学物質情報伝達につきましては成

らい含有しているのかという点を管理していくというための情報提供というこ

あるいは受け手側においてもきちっとした活用がされているのかどうか、一部

合があるのではないかというご指摘を既に受けております。その辺、我々もな

かりづらいところもございま

 それから、ＭＳＤＳの提供状況ということで、これは恐らく受け手側の方に

受け手でどこまでわかるかという点はありますが。一応全ての製品について提

わけでなく、有害性のある物質のみにつけるわけですから、当然ついていない

わけでして、その辺がちょっとはっきりしない結果となっております。すなわ
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 それから下の方でございますが、利用状況ということで、これはユーザー側

すので、どのように利用しているかということでございます。まずはやはり社

社員教育、これは自主管理や労働者安全なども含めた概念だと思いますが、こ

に聞いておりま

内の安全管理、

れは一番目の目

的ですので当然だと思います。それから、ＰＲＴＲ制度に基づく届出に利用するということで、

この２本柱について一応一番多い答えが返ってきております。 

への説明が求め

ております。 

１つだけご紹介

させていただきます。これもユーザー側の企業の例でございますが、ＭＳＤＳを幾つかある事

業所でそれぞれ管理するのではなくて、本社一括管理をして、事業所において例えばある事業

ＳＤＳの内容を

イドでやってい

業所も含めて情報は伝達されていくという形をとって

います。ＭＳＤＳに限らずさまざまなデータをＰＲＴＲの届出なども含めて一括管理をする体

制がシステムができている。多くの大手ユーザーにおいてはこういうシステムはかなり既にで

きているのではないかと我々も思っております。 

ＤＳを普及させ

ＰＲということ

でパンフレットの提供等を行ってきております。左側にございますとおり、ＧＨＳ対応推奨版

とも書いてございますが、ＭＳＤＳ制度の重要性についてＰＲ等行ってございます。 

 また、若干流通に問題があるのではないかというご指摘も常々あるものですから、我々とい

ーネット上で出

で場をつくって

おります。それほど多くの問い合わせとは正直来ておりません。２年間で二十数件といったレ

ベルでございます。その中でも一般的な質問を除きまして、確かにこれはちょっともらえるべ

きものがもらえていないのではないかと思われるようなものについては数件ございました。そ

れについてもう一回上流側の企業に確認していただいて、それでももらえないというような場

合があれば、我々の方からそちらの企業にご連絡するような話をさせていただいたところ、次

の問い合わせが来ないことがほとんどでございましてそれなりに解決したのではないかと我々

は思っておりますが、それほど多くの問い合わせが来ているというわけではない状況です。 

 また、３つ目の回答といたしまして、リスコミとは関連がありますが、社外

られる際の資料として活用しているというところもかなり多く回答が返ってき

 めくっていただきまして５ページでございます。先進的な事例ということで

所が事業所にとって新しい化学物質を使う場合には、それを本社の方でまずＭ

審査して使っていいか悪いかといった点も全て一括して、判断も含めて本社サ

くと。その状況というものは全て他の事

 続きまして、めくっていただきまして６ページでございます。国としてＭＳ

るということを行っているということでございます。１つ目は、やはり地道に

たしましては２年ほど前から「ＭＳＤＳ目安箱」というものを、これはインタ

しています。要するに何か問題が生じた場合は言ってきてくださいということ
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 めくっていただきまして７ページでございます。もう１つの大きな流れとい

の場で何回も議論になっておりますが、ＧＨＳが今後広まっていきますので、

応でございます。ＧＨＳとは何ぞやというのはもういわずもがなでございます

たしまして、こ

それに対する対

が、一言で言い

ますと国連で決議されたシステムでございまして、有害性を分類する基準というふうに考えて

いただければと思います。情報伝達というものもそれに基づいてやっていこうということでご

が、一応2008年

 ＧＨＳの基本的考え方といたしましては、国際的に今申しました統一された分類基準によっ

て分類いたしまして、その結果をＭＳＤＳやラベル等で提供していくということでございます。 

番といたしまして、全ての化学品、一応医薬品とか例外はございますが、ほぼそういうも

者は労働者、消費者等と広い範囲に伝えていくこ

と。 

 ③番といたしまして、新しく試験等までは求めないこと。今あるデータ、文献などを見て、

そのデータを活用して分類するということ。 

考え方があろう

ざいます。 

 では、我が国において今どうなっているかということでございますが、まず先ほど少し申し

ましたが、ＪＩＳにおける対応ということで、一昨年12月にＭＳＤＳの様式を改正してござい

ます。ＪＩＳを改正しております。これによってＧＨＳ対応によるＭＳＤＳの様式というもの

ふうに思ってお

 ただ、ＧＨＳによる分類そのものが国際的にはまだこれからというのが正直なところで、な

かなか個々の物質についての分類というのがそれほどまだ完全に固まっている段階ではござい

ませんので、小さい字でちょっと書いてございますが、2010年末、ですからまだ２年ちょっと

先になりますが、までは従前のＪＩＳ、すなわちそういう分類までは求めないもので作成して

も良いということで今両方のものが流れている状況になっております。 

 それから、労働安全衛生法につきましては昨年一部ＧＨＳ対応というのを行っております。

これも法律上対象物質を指定しているわけですが、そういう物質につきまして表示あるいはＭ

ざいます。 

 もちろん条約でございませんので各国の判断にその適用は任されております

を目標にやっていこうという形で決定されております。 

 ①

のを除けば全ての化学品を対象としていくこと。 

 それから、②番といたしまして情報の提供

 それから④番といたしまして、各国の導入の方法につきましてはいろいろな

ということで、段階的導入も含めてその辺は柔軟に対応は可能ということでご

が既に制定されておりまして、これに基づいて今後行っていただきたいという

ります。 
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ＳＤＳ等の伝達を義務づけておりまして、また裾切り値等についてもＧＨＳの考え方に改めて

だきまして、すぐの実施は難しい部分もあるということで一部経過措置等も設

けられております。 

 それから、ヨーロッパが一番進んでいると思われるわけですが、今どうなっているかという

今のＧＨＳに非

がらＭＳＤＳも

いう考え方では

ありますが、実質的には国の方で、国といいますかＥＵ政府の方で個々の物質について分類し

た結果というものを出すという、リストにして出していくという形をこれまでとっていました。

採択されましたＲＥＡＣＨにおきましては基本的に事業者の方で分類をしてい

明確になってい

でいくというこ

とでございます。 

 また、同じくＧＨＳ法案というものが現在準備されておりまして、これにつきましてもＲＥ

ＡＣＨと連携していくわけですが、これは分類方法とか分類した結果について情報を提供する

ＧＨＳ分類に基

 あと、次のページ以後は参考資料でございますが、９ページにございますとおり、ＧＨＳ対

応ＭＳＤＳといいますか、ここにございますとおり、１から16の項目を記載することになって

おりまして、この点は今のＧＨＳ対応ではない以前のＭＳＤＳと大して変わらないのですが、

な分類というも

れております。 

 ９ページ下の方を見ていただきますと、物理化学的危険性というものが結構多くございまし

て、10ページにかけて十数項目定められております。それから、健康に対する有害性というこ

とで急性毒性あるいは慢性毒性、あるいは一番最後にあります生体環境への影響ということで、

こういう形で分類していくということが定められ、またＭＳＤＳにおいても、ラベル要素とい

うものをつけていくということが定められております。 

  

 説明は以上でございます。 

おります。 

 めくっていた

ことでございます。ＥＵにおきましては以前から独自の分類システム、これは

常に近いものでございますが、それを持っておりまして、これによって当然な

以前から回っております。ただ、ＥＵの考え方は化学物質全てを対象とすると

ただ、つい先日

ただき、その結果というものを事業者の方で判断してつけていくという形が、

ます。ただ、猶予期間等がさまざまございますので、今後そういう方向に進ん

というようなことが定められておりまして、これが施行されることによって、

づくＭＳＤＳを回していくことが義務づけられる予定となっております。 

この２番の危険有害性の要約というところに、下にございますとおりさまざま

のを行うということがＧＨＳにおいては定めら
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○佐藤座長 ありがとうございました。 

 では、何か委員の方からご意見あれば伺いたいと思いますが。 

○北村委員 ありがとうございます。ちょっとＭＳＤＳとＧＨＳについて、今産業界がどうい

う状態に陥っているかをご説明申し上げたいと思います。私会社の中ではＭＳＤＳ等の作成、

。実はＭＳＤＳ

す。先ほど斉藤

いる人に対してどうやって的確に化学物質の性

状に対する情報を与えるかとそういう目的が１つ。それからもう１つは、その製品をどうやっ

て安全に使うのか、これが１つの目的になっています。 

というのは我々

るようでいまし

いうのが実情でございます。

要するに化学製品につきまして、特に調剤に関しては毒性データそういうものというのはその

ままで持っておりませんので、安全サイドを含めた形でできるだけ安全に取り扱っていただけ

るような、安全係数をかけた記述をするというのが通常になってございます。 

ますＭＳＤＳ、

まま化学製品の

方にもってきてそのまま適用するということになると非常に実務上厄介な問題が出てくるとい

うのが実情でございます。 

 要するに、いろいろな法規制がかかっておりまして、ＭＳＤＳに書かねばならないことがも

Ｓというものは

おりましたので、

そういった特徴を損ねることがないような形でＭＳＤＳをつくり使って運用していきたいとい

うのが産業界の希望でございますが。最近の実情で言いますと、非常に読みにくいＭＳＤＳに

なってきている。この辺がありますので、できればＭＳＤＳのことについて法律である程度定

めるにしてもガイドライン的なものにしていただいて、個別の項目までをＭＳＤＳにこれをあ

あいうふうに書けという規定というのはできる限り避けていただきたいというのが現場からの

お願いでございます。 

○佐藤座長 ありがとうございました。 

 まず、北村委員、どうぞ。 

それから配布、それは社内の方に督励する立場におるんでございますけれども

というものいろいろあるんですけれども、大きく分けて２つタイプがございま

室長が説明されたとおり、１つの目的は働いて

 前者の目的というのは主にいわゆる試薬のＭＳＤＳでございます。後者の例

が使っておりまして調剤を含めた化学製品に対するＭＳＤＳ。この２つ似てい

て、実はその目的もそれからつくるときの考え方も違っていると

 ですから、そういう意味で現在考えられております化管法で検討されており

それをどちらを考えておられるか。それを主役のＭＳＤＳに当たるものをその

のすごくふえてきているというのが実情でございます。我々としては、ＭＳＤ

化学品の労働安全を守るためのほとんど唯一の手段であるというふうに考えて
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 かなり難しい問題のご指摘いただいたと思うんですけれども。今のご意見に関連することで

○城内委員 何点かあるんですけれども。一番最初に３ページのＭＳＤＳの理解度ということ

です。これは多分化管法上でＢｔｏＢのところでの理解力ということで、ＭＳＤＳ制度を十分

ですが。これは、

ことを考えると、

り疑問だという点がありま

す。消火器を置きなさいといいながら、消火器の使い方は教えていないみたいなところもあり

ますので。ぜひここのところをもっと深く考えていただきたいと思っています。 

ＧＨＳの基本的

や利用目的に応じて部分的に導入することも可能と書いて

に当てはめてや

っているわけです。これは諸外国、つまり欧米等から見ると日本のＧＨＳが理解できないとい

うところの最大の問題でもあるわけです。 

 これはつまり化管法に返って考えるとどういうことかというと、ＭＳＤＳの対象物質は435

ては化管法のＭ

ＨＳの観点から

外すべきだろうと思っています。もちろんそれをＰＲＴＲとリンクさせるということは可能だ

とは思いませんが、ＭＳＤＳの候補に関しては外してもいいのではないかと思っています。 

 あと情報伝達ということについて言いますと、加藤委員から２回ぐらい前の委員会で発言が

いますが、ラベル等でもちゃんと危険有害性情報は伝えないとそれは意味がないの

した。私もそのとおりだと思っています。先ほども申し上げ

ましたが、ラベル等で危険有害性を伝えるという包括的な法体系が日本にありませんので、ぜ

ひそこのところは、化管法とはちょっと違うかもしれませんが、課題として考えていただきた

いと思っています。 

 以上です。 

○佐藤座長 ありがとうございました。 

 では、亀屋委員、お願いいたします。 

○亀屋委員 １点目は、まず城内先生言われた化管法の枠組みの中でどこまでできるかどうか

しょうか。違いますか。 

 では、別にご意見伺いますけれども。城内委員から。 

理解しているとおよそ理解しているを足して90％ぐらいになるというお話なん

ではそのＭＳＤＳの目的に沿って、例えば労働者教育に使われているかという

それはほかの省庁でやったデータを見ても、私たちの調査でもかな

 それから、ＧＨＳに関してですが、先ほどご説明いただきました。（２）の

考え方のところの④で、各国の状況

ます。これは事実なんですが、実は日本でやっていることは、これを化学物質

に限られているということになってくるわけですね。そういうことで、私とし

ＳＤＳ制度について言えば、この435というのはやはり外すべきだろうと、Ｇ

あったと思

ではないかというご意見がありま
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というのは全く同感で思っていまして。かなりＭＳＤＳの在り方自体をここだ

は難しいなと思っております。ＧＨＳというのはかなり包括的ですし、国際的

ますし、考え方をどんどん取り入れられる部分は入れていかなければいけない

けで議論するの

な標準でもあり

とは思っており

ますが。この化管法に関連して考えますと、化管法で対象物質を区切っているというところが

ＭＳＤＳとの関係で一番考えなければいけないことであるし、意義のあることではないかなと

２種までＭＳＤ

要件は第１種と

全く同じであって、取扱量等が少ないためにＰＲＴＲの対象になっていないと。ですから、リ

スク削減をやっていただくといったときに、その第２種への代替等は余り好ましくないといっ

思います。 

と、一体リスク

ん見えにくくな

ってきてしまうということもあるんじゃないかなと思います。 

 そういった意味で、ＭＳＤＳの中に書かれているような区分とか、あるいは化管法の中で言

えば物質選定をするときに使うハザードのクラス分けとか、そういった情報をやはりもう少し

に思っておりま

 以上です。 

○佐藤座長 では、篠原委員、どうぞ。 

○篠原委員 今の議論に関連するんですけれども。ＭＳＤＳのＧＳＨ対応という観点から申し

でやるのかとい

んじゃないかと

いうふうに考えます。 

 なぜかと申しますと、先ほどちょっと紹介ありました労働安全衛生法の改正のときに、実は

産業界は相当混乱しております。経過措置の中でも何をしていいかどうするのか分からずに相

当の混乱を起こしているということでございます。私どもとしてはダブルスタンダードで走っ

ているような形になっていますので、将来的な姿を見ながらどういう形で実施していけばいい

のか、段階的なやり方にするにしても将来を見通してやっていただきたいのが我々のお願いで

あります。 

いうふうに考えております。 

 その中身ですけれども、第１種、第２種、化管法でございますけれども、第

Ｓ義務なっているわけですけれども、第２種の化学物質というのもハザードの

たようなこともわかるようになっているんだろうと

 それが途端に全部の物質にＭＳＤＳというようなことで話がどんどん広がる

削減をするためにどの物質にどう代替していったらいいのかというのがだんだ

中身を見ながら活用していくといったことが必要なのではないかなというふう

す。 

上げますと、今後どっち向いていくのかと、どこまで広げるのか、どういう形

うそういうことについて、一度基本的なところを議論していかないといけない
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 それから第２番目は、大きな企業はそれなりの人を投入して対応できるんで

ほどから出てます中小企業についてはどう対応していいか多分わからないよう

さん出てくると思います。中小企業においても実行できるようなインフ

すけれども、先

なケースがたく

ラの整備をちゃんとし

ておかないと混乱がますます大きくなるんじゃないかというふうに考えております。 

 したがいまして、最終的な長期的な姿とそこにいくスケジュールを踏みながら、どうしたら

だきたいというのがお願いであります。 

 では、織委員でご意見伺うのを最後にしたいと思います。大塚先生も。札が大分立ってます

ね、すみません、では手短にお願いして。織委員、大塚委員、それで辻委員ということで、あ

わからないの

は、ＭＳＤＳのＧＨＳ対応というのは非常に国際的な流れで結構なことだと思いますし、これ

からこういう方向に流れていくと思うのですけれども。便宜上、今現在ＭＳＤＳやＧＨＳに対

応していくというように便宜的に対応していくと無理が出てくるのではないかと考えています。 

違っている中で、

Ｓのように包括

的なもので、基準で切っていくというものを当てはめていけば、便宜上はある程度はできても

これからどのように対応していくのかという方向性をきっちり、日本もＧＨＳ対応を国際的に

やっていくんだということであればＭＳＤＳの考え方も変えなくてはいけないとか、そういう

済まない話なの

○佐藤座長 では、大塚委員、どうぞ。 

○大塚委員 今の織委員のお話とか亀屋委員のお話と近いと思っていますけれども。１点ちょ

っと確認しておきたいのは、先ほど８ページの（４）のところで、ＥＵが全ての化学物質を分

類するということの話をされたときに、ＲＥＡＣＨが事業者が分類する方向に変わりつつある

というふうにおっしゃっていただいたんですけれども。高懸念物質についてはＥＵは自分でＧ

ＨＳの分類を実施しているかと思いますので、全て事業者が分類していくという方向に本当に

あるのかということはなおいろいろなオプションがあると思いますので。仮にＧＨＳをＭＳＤ

実行可能かという形でやっていた

 以上でございます。 

○佐藤座長 ありがとうございます。 

とはいいですか。 

 お願いします。 

○織委員 今、城内先生、亀屋先生、篠原先生からもお話が出た、私もちょっと

 というのは、ＭＳＤＳとＧＨＳというのは思想が違うというかアプローチが

つまり今のＭＳＤＳのように物質ごと、リスト方式でやっているものに、ＧＨ

議論までいかないと、一時的にこれは国際的に調和させていくということでは

ではないかと考えております。 
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Ｓと合体させていくという場合に、その点については少し気をつけた方がいいのではないかと

について議論していただければありがたいと思います。 

○斉藤化学物質リスク評価室長 ご指摘のとおりです。高懸念物質についてはちょっと取扱い

が違っておりまして、政府の関与がかなり入っていくと思いますので、その点ご指摘のとおり

情報提供と、も

う１つは自主管理に必要な情報提供という２つの役割を持っていると。ただ、企業としてはや

はりＭＳＤＳ活用で最も重要なこと、これはやはり労働者の保護のための情報提供でなくちゃ

ではやはり記載

一的な施策をと

うことと。 

 今ＧＨＳ、これの適用も明確に法改正、対応しているのは労働安全衛生法これだけというこ

とで、他の法規に規定されるＭＳＤＳ、これとの共同歩調、ここをとっていただきたいなとこ

ういうふうに考えてます。 

するかというこ

る範囲でやはり

設定をしていくべきではないかと。 

 それと、一方国際的な調和ということで、やはり海外生産、我々も当たり前の対応になって

ますので、商品も世界市場に流通していると。こういうグローバルな展開の中でやはり国ごと

くると。ぜひリ

産業界の国際競

争力低下にもなってしまうということで。やはりＭＳＤＳ制度の国際調和、これはやはり最重

要課題との認識で取り組むべきではないかとこう考えています。 

○佐藤座長 ありがとうございました。 

 いろいろご意見出てきたと思うんですけれども、やはりＭＳＤＳの制度そのものに対しては

皆さん方ご賛意があったと思うんですけれども、実際の場面になってくるとやはりなかなか難

しい問題があり、さらに調剤というんですかね、いろいろな化学製品を含んだものに関するこ

とというのは非常に難しい。これは中毒学の立場からいっても非常に難しい評価だろうと思う

いう気がいたしますので、さらにその点

○佐藤座長 今、大塚委員から話があった点。 

だと思います。 

○佐藤座長 それでは、辻委員からで最後にさせてください。 

○辻委員 ＭＳＤＳは冒頭説明がありましたように、ＰＲＴＲの届出に必要な

ならない、そういうふうに我々認識しているわけですけれども。そういう意味

内容を充実させていくことが重要であろう。ここで関係省庁が連携をとって統

っていただきたいとい

 また、先ほどからちょっとお話が出てますけれども、対象物質、これをどう

とで、やはり国際的な整合性がまだ十分と言えないという中で、国際的にでき

に法律とかフレームワーク、これが異なれば企業負担というのは非常にふえて

スク低減に、そういうことがリスク低減にまだつながっていかないばかりか、
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んですけれども、そういうこともあろうかと思いますし。 

 それから、物質選定の話、これＧＨＳとも絡むかと思うんですけれども、それについてはや

 これ特に何か質問ということはなかったんですけれども、事務局の方で何かお話ありますか。 

○斉藤化学物質リスク評価室長 多くのご意見ありがとうございました。やはり１つ城内委員

方とも若干概念

リスト化というものをどう考えていくかということはやはり検討課題とし

いくべきではな

いかと考えております。 

 ただ、亀屋委員からありましたとおり、第２種指定物質等の位置づけはどうするか、これは

替という概念からの重要性もあり残しておくという考え方も

考えております。 

○佐藤座長 ありがとうございました。 

 大分予定の時間を過ぎているんですけれども、いつもご熱心にご議論いただくので。議題３

に移りたいと思います。これ12時までというお約束なんですけれども、マキシマムで12時20分

ちろんそれより

 議題３、中間取りまとめ骨子（案）についてということです。今年２月から始まった合同会

合もこれで５回目ということになりまして、今までお出しいただいた意見を整理して、報告書

の骨子（案）の形で用意していただいております。きょうはこの骨子（案）が今までの議論が

いた部分が幾つ

ていただかなけ

ればいけないと思います。このような観点からご議論いただきたいというふうに考えておりま

す。 

 それでは、資料８の説明をお願いいたします。 

○木村環境安全課長 それでは、資料８をごらんいただきたいと思います。この資料８はこれ

までの当検討会での委員の皆様方のご議論やご意見を踏まえまして、事務局の方で中間取りま

とめの骨子の（案）として作成し、本日お示しさせていただいているものでございます。 

 まず、本骨子（案）でございますけれども、まずは全体の章立てのことについて触れさせて

はり相当なご意見があるんだろうなというふうに伺いました。 

等々からもございましたとおり、ＧＨＳ導入の考え方は、物質指定という考え

が異なりますので、

てあるのだと思いますし、そこを少しずつでも変えていくという、そう考えて

なくしてしまうのか、あるいは代

あるのではないかと思います。それはまた引き続き検討していく必要があると

 以上でございます。 

まで延長することもあり得るということでご理解いただきたいと思います。も

早く終われば早く終わりたいと思うんですけれども。 

適切に反映されているのか、それからもう１つは議論が分かれたままになって

かございましたけれども、それをどうするのかということですね。それを決め
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いただきたいと思います。全体の章立ての立て方といたしましては、Ⅰ．はじ

化管法の概要とその役割、Ⅲ．ＰＲＴＲ制度に関する課題と方向性、そしてⅣ

主管理に関する課題と方向性、そしてⅤ．ＭＳＤＳ制度に関する課題と方向性

めに、そしてⅡ．

．化学物質の自

、そして最後に

Ⅵ．おわりに、というふうに大きく６章の章立ての形をとらせていただいているところでござ

います。 

告書の全体の導

分となるところでございますので、化管法の目的、ＰＲＴＲ制度に基づく届出状況、それ

から法の附則に基づく法施行状況の検討の必要性などにつきまして記述した形としてございま

す。 

割についてでございますけれども。ここの部分につきまし

割、２．ＰＲＴ

中項目を立てま

して記述をしているところでございます。 

 そして、前回までの会合におきまして論点を立ててご議論いただきました項目につきまして

は、今回はそれぞれの項目の冒頭に論点を明記させていただいている形をとってございますけ

このような論点

いるところでご

ざいます。 

 それでは、１の法の役割についてご説明申し上げたいと思います。これにつきましては、１

ページから２ページにかけて記述しておりますけれども、その内容といたしましては化管法の

することや化管

の改善を促進す

る仕組みは事業者の創意工夫や迅速な対応が可能となるなどのいわゆる化管法の特徴や利点に

ついてそれぞれ記述いたしまして、このような現行化管法の役割を今後とも引き継いでいくべ

きではないかといった趣旨で記述させていただいているところでございます。 

 それでは、３ページの方にまいりまして、２のＰＲＴＲ制度についてでございます。ここの

部分におきましてはＰＲＴＲ制度の概要や届出の実績について、そしてまたＰＲＴＲ制度の多

面的な意義や国のデータ活用方策、そして事業者への支援、さらには地方公共団体の取組など

について書かさせていただいております。 

 それでは順を追ってご説明いたしたいと思います。 

 まず、Ⅰのはじめについてでございますけれども、この箇所は取りまとめ報

入部

 次に、Ⅱの化管法の概要とその役

ては、さらにこのⅡを中項目立てをさせていただいておりまして、１．法の役

Ｒ制度、３．事業者による自主管理、そして４．ＭＳＤＳ制度、のそれぞれの

れども、次回の会合での中間取りまとめ報告書をご提示させていただく際には

というような形の形式はとらずに、通常の報告書形式で記述することを考えて

目的や届出義務並びに管理指針について、そしてまた国民への情報の公開に関

法が排出規制とは異なった開け表であること、さらには化管法による自主管理
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 そして４ページの方にまいりまして、事業者のデータの活用方策やＮＧＯ、市民団体の取組

いますけれども。

この部分におきましては国の定めた化学物質管理指針による事業者の管理計画策定や管理計画

の位置づけについて、そしてまた自主管理の進展による成果などについてそれぞれ記述させて

日のご議論を踏

して次回の中間取りまとめ（案）の中で記述させていただく予定にしてございます。 

 それでは、次の第Ⅲ章、ＰＲＴＲ制度に関する課題と方向性のところについてご説明申し上

げます。 

ところに書いて

いますように、化管法の対象となる指定化学物質についてでございますけれども。まず、

けれども、化管

法における対象物質の考え方や、その種類、そしてその数について記載させていただいており

ます。 

 そして、課題と今後の方向性のところにおきましては、生産や使用動向、それから有害性の

整合性の必要性、

そしてまた特に、

特定第一種指定化学物質につきましては新たなエンドポイントを追加する、またそれを検討す

る必要性について記載した形となってございます。 

 それでは次に、５ページ下の（２）、対象事業者の要件について、そしてそのまず①の対象

製造業を初めと

種に対する考え

方というものをそれぞれ記載した形にさせていただいております。 

 そして、課題と今後の方向性のところにつきましては、現在対象業種となっていない建設業

あるいは農林水産業、さらには医療業について新たに対象業種にすべきかどうかという点に関

しまして、前回までのご意見で相対するご意見がございましたことから、当骨子（案）におき

ましては両論併記の形で書かさせていただいた形となってございます。しかしながら、事務局

としましては、この建設業では現行の施工現場が比較的短時間で移動するといったことで、定

点からの排出量の把握が難しいといったこと、また建設業界におきましては特異の多種多様の

などについてそれぞれ記述しているところでございます。 

 それでは、次に４ページ３の事業者による自主管理についてのところでござ

いただいております。 

 そして、４のＭＳＤＳ制度のところでございますが、ここにつきましては本

まえま

 まず、１の施行後７年の経験等を踏まえた仕組みの見直し、そして（１）の

ござ

現状につきましては４ページの終わりから５ページにかけて記載しております

知見の集積などを踏まえた指定化学物質の見直しの必要性や、またＧＨＳとの

そして定期的な見直しの必要性につきまして書かさせていただいております。

業種についてでございますけれども。ここにつきましては現象のところで現在

して23業種が規制されていると。また、次の６ページにまいりまして、対象業
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下請けを抱える構造になっておりますことから、届出対象事業者の判定などが複雑になるとい

でございます。 

者であることに

加えまして、ＰＲＴＲの届出対象となる農薬につきましてもその使用が農薬取締法の規制によ

り適切に管理されているということもございますので、化管法に基づく届出の対象業種に指定

ざいます。 

となっているわ

ざいますけれども、医療業全体につきましてはその実態をよく今後調べてみる必要があ

りますことから、今後さらに検討すべき業種ではないかというふうに考えているところでござ

います。 

ご説明申し上げ

ジにかけまして、

トン未満、特定第一種

指定化学物質の場合には0.5未満の事業者でございますけれども、これらを除外している旨を

書かさせていただいております。また、我が国の届出事業所の数は国際的に見ますとＯＥＣＤ

諸国の中で最も多いことについても触れさせていただいているところでございます。 

ども、これにつ

きというご意見、

あるいは変更すべきではないというご意見がそれぞれあったところでございますので、ここで

は両論併記の形をとらせていただいた形となってございます。しかしながら、事務局の方につ

きましては、ここにつきましても確かに小規模事業者の中には比較的排出量が多い企業が一部

国全体の総排出

万1,000と世界

的にも多い状況なわけでございますけれども、この要件を外した場合にはこれが約100万程度

にまでなりうるということを考え合わせますと、今回の見直し検討に当たりましては現状のま

までよいのではないかというふうに考えているところでございます。 

 そして、もう一方の取扱量要件に関する課題と今後の方向性につきましては、ここでも現状

のままでよいのではないかというご意見でここでは一致しているように見受けられましたので、

これにつきましてはその旨の記述をさせていただいているところでございます。 

 それでは次に、（３）の届出事項についてでございますけれども。まず初めに①取扱量につ

うことで、今後さらなる検討が必要ではないかというふうに考えているところ

 また、農業につきましても通常は化管法の届出要件を満たさない小規模事業

する必要性は現時点では低いのではないかというふうに考えているところでご

 また、医療業につきましては大学病院は高等教育機関の施設として既に対象

けでご

 それでは次に、６ページの真ん中より下側の②の対象事業者の要件について

たいと思います。まず、現状のところにおきましてはこの６ページから７ペー

従業員数が21人未満の事業所における第一種指定化学物質の取扱量が１

 そして、従業員要件に関する課題と今後の方向性のところでございますけれ

きましては前回までのご議論で現在の21人という従業員要件を外すか見直すべ

見受けられるわけでございますけれども、従業員数が21人未満の事業者は我が

量の１割程度であるということですとか、あるいは現在の届出事業所数は約４
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いてでございますが、これにつきましては７ページ下の方に記載してございま

では第一種指定化学物質を取り扱う一定要件を満

すように、現状

たす事業者に排出量及び移動量の届出義務が

 そして、８ページにまいりまして、課題と今後の方向性についてでございますけれども、取

扱量につきましては前回までに追加すべきというご意見、追加する必要がないというご意見が

ていただいたと

、取扱量を仮に

くかにつきまし

ては現時点では関係者の間で共通の理解がないということがございます。したがいまして、ま

ずは現在得られているＰＲＴＲデータの環境リスク評価や自主管理などが十分に行われて、ま

取扱量を追加す

ご意見、また追

加する必要はないとのご意見それぞれあったところでございますので、これにつきましても両

論併記という形をとっているところでございますけれども。事務局といたしましては、事故対

応は化管法の目的外ではないかというふうに考えてございまして、貯蔵量は化管法の範疇にお

ございます。 

のところにつき

ましてでございます。ここにつきましては現状につきましてそれぞれ記載事項となっていない

旨をこのような形で記載させていただいているところでございますけれども。９ページの課題

の今後の方向性のところにおきましては、今後放流先の下水道名、廃棄物の移動先での処理方

とらえまして、

 次に、（４）の普及・啓発の在り方（未届出事業者に対する対応）についてでございます。

ここにつきましては、現状につきましては未届出事業者も一部あり、それぞれの事業者に対し

て国や地方公共団体が協力して指導等を行っているというようなことを記載させていただいて

おりますけれども。課題と今後の方向性につきましては、悪質な事業者については過料の適用

を含む適切な対応が必要である旨を記載させていただいているところでございます。 

 そして次に、（５）届出排出量の把握手法及び届出外排出量の推計手法の継続的改善につい

てのところでございますけれども。現状のところにおきましては事業者による届出排出量等の

ある旨を記載させていただいているところでございます。 

それぞれ多く出てございましたので、この部分につきましては両論併記とさせ

ころでございます。しかし、この部分につきましても事務局といたしましては

届出事項といたしたとしてもこれをどのように自主管理の促進等につなげてい

た活用されることが望ましいと考えられますことから、現時点では届出事項に

る意義は小さいのではないかというふうに考えているところでございます。 

 また、貯蔵量につきましても事故時における対応の観点から追加すべきとの

いての届出事項とはなりにくいのではないかというふうに考えているところで

 それでは、８ページ中ほどの②廃棄物の処理方法、放流先の下水道名の記載

法を届出事項に加えるべきとの前回からのご意見の大勢がそうであったふうに

その旨の趣旨でここは記述した形にさせていただいております。 
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把握につきましては５つの方法が定められており、いずれの方法を用いても把

いうような形。それから、国でも全般的には排出量等算出マニュアルを策定し

ございますけれども、各業界団体におかれましても事業種別の算出マニュアル

握すればよいと

ているところで

を整備している

といったようなこと。そしてまた、国の届出外排出量の推計につきましては、有識者からなる

検討会を設置し、見直しを行ってきたことなどについて記載させていただいているところでご

しては、個別の

加することや、

国と事業者間で情報を共有すること、そしてまた新しい技術革新を踏まえて算出マニュアルを

見直していくといったようなこと。さらには排出量推計についてはその精度を上げる努力、特

棄物処理等においてその推計におきましては検討するといったことなどをここで記述させ

させていただき

ます。 

 まず、（１）ＰＲＴＲデータの提供方法の見直しによる関係者のＰＲＴＲデータの利用の促

進についてでございますけれども。この現状につきましては届けられたＰＲＴＲデータは集計

手する方式であ

せていただいております。 

 また、課題と今後の方向性のところにおきましては、個別事業所ごとのＰＲＴＲデータにつ

きましても国による公表方式とすること、そしてその際にはできる限りわかりやすい形で公表

し、より活用できるように工夫することなどにつきまして、今までのご議論をもとに記述させ

）の国の制度と地方公共団体の独自の連携による地域レベルでのＰＲ

ＴＲデータ利用の促進についてでございますけれども。現状につきましては、ＰＲＴＲデータ

の届出は都道府県経由で行われ、地方公共団体は届出データの確認や未届出事業者の把握など、

制度履行に大きな役割を果たしているといったこと。また、一部の地方公共団体においては条

例等によりまして要件を拡充しているところもあることなどにつきまして記述させていただい

ているところでございます。 

 また、課題と今後の方向性のところにおきましてはＰＲＴＲデータの地域別の集計、公表を

まだ実施していない地方公共団体におきましては、地域別の集計、公表に努めることとともに、

ざいます。 

 そして、10ページの方にまいりまして課題と今後の方向性のところにおきま

ケースにおいてより精度の高い方法が選択できるように必要なガイダンスを追

に廃

ていただいているところでございます。 

 それでは、真ん中の２、ＰＲＴＲデータの多面的利用の促進についてご説明

され、公表されていること。そして、個別事業所のデータは開示請求により入

ることなどについてここに記述さ

ていただいているところでございます。 

 次に、11ページの（２
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既に実施している地方公共団体におかれましても地域ニーズに応じた独自の公

が望ましい旨のこと。それから、地方公共団体においても地域における環境リ

にデ

表に努めること

スクの評価など

ータの一層の活用が望まれることなどについて記載させていただいているところでござい

ます。 

 それでは、下の方の（３）事業者におけるＰＲＴＲデータの利用促進についてでございます

ータは事業者自らによる自主管理

を用いて先進的

 それから、次の12ページにまいりまして、課題と今後の方向性についてでございますけれど

も。ここにおきましては、ＰＲＴＲデータを用いた引き続きのリスク削減の努力とリスクコミ

ついて記載させていただいた形になってございます。 

化につきまして

先ほどの本日のご議論を踏まえまして次回の報告書（案）でここについては記述させてい

ただきたいというふうに考えております。 

 それから次に、大きな第Ⅳ章の化学物質の自主管理に関する課題と方向性についてでござい

ます。 

管法が自主管理

しては、今後も

この手法を継続していくことが有効である旨を記載させていただいております。 

 次に、（２）の事業者による環境リスクの把握についてでございますけれども。現状につき

ましては、化管法の規定に基づきまして、国が定めた化学物質管理指針において事業者自ら取

ているといった

されていること

などについて記載させていただいております。 

 そして、13ページの方になりますけれども、課題と今後の方向性におきましては、リスクの

懸念の大きい物質から優先的に管理を強化するなど、合理的な管理の促進が求められていると

いったようなこと。国におきましても自主管理が促進されるよう、ガイダンスの提供や人材育

成など、一層の支援を行う必要があるといったこと。そしてまた、中小企業者の自主管理はな

かなか困難な面もありますことから、その基盤整備の充実が求められることなどについて記述

させていただいております。 

けれども。現状の部分のところにおきましては、ＰＲＴＲデ

状況の把握に活用されるとともに、事業者の中にも地域からのＰＲＴＲデータ

な取組を行っているところもある旨を記載させていただいております。 

ュニケーションの場での活用などに

 そして、（４）のＰＲＴＲデータを活用したリスクコミュニケーションの強

は、

 まず、１の自主管理についてでございますが。この現状につきましては、化

を特色としたものであること。そして、課題と今後の方向性のところにつきま

り扱う対象化学物質について、その管理対策の実施に取り組むことが求められ

こと。また、一部の事業者にありましては管理対策において先進的な取組など
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 それから、13ページの３の効果的な自主管理の推進についてでございますけ

状につきましては、さまざまな取組がされているといったこと。それから、課

性においては、（１）の情報の共有関係のところにおきましては業種別、工程

れども。この現

題と今後の方向

別の管理マニュ

アルの作成や、業界内での情報共有の推進。そしてまた、地方公共団体にあっては先進的な事

業者の活動を紹介するなどの取組の推進についてそれぞれ記述させていただいております。 

それによってリ

必要性や、国の具体的な役割について。そしてさらに次の14

要性がある旨に

ついて記載させていただいております。 

 次に、４の自主管理の状況をフォローアップする仕組みについてでございますけれども。こ

ついて、また課

今後の方向性におきましては国による一律公開方式を変更しても今後とも事業者の引き続

地方公共団体に

おいても事業者の取組をより支援する方策を検討することについて記述した形となってござい

ます。 

 そして、次の５、事業者によるリスクコミュニケーションの推進、そして６、人材の育成、

る課題と方向性のそれぞれにつきましては、先ほど来

まとめ（案）においてお示し申し上げたいと思ってい

ます。 

 今回は全体の大きな骨子という枠組みについて提示ということでございますので、その点何

とぞよろしくお願い申し上げたいと思います。 

ことでございますので、

この資料８については冒頭から順番にある程度のブロックごとに分けてご議論いただいて固め

ていきたいというふうに思っております。 

 まず、資料８のⅠのはじめにと、それからⅡ、化管法の概要とその役割ということで、きょ

うご議論いただいたところ、ＭＳＤＳのことは除いて、４ページの下半分ぐらいまでのところ

でまずご意見伺いたいと思います。いかがでしょうか。特にご意見ございませんか。 

 古賀委員、どうぞ。 

○古賀委員 全般に対してなので、特に４ページの下までというとどちらかというとＰＲＴＲ

 また、（２）代替のあり方につきましては、物質代替する場合においては、

スク低減につながるような検討の

ページの（３）の高懸念物質への重点取組につきましても一層の管理強化の必

の現状につきましては化管法による取組事業者のＰＲＴＲデータの開示方法に

題と

きの事業所周辺住民などへの情報提供努力が必要であるといったことや、国や

そして次の第Ⅵ章のＭＳＤＳ制度に関す

のご議論を踏まえまして次回の中間取り

 資料８の説明については以上でございます。 

○佐藤座長 どうもありがとうございました。今回は取りまとめという
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制度そのもの、法の役割というところなのでちょっと意見申し上げたいと思い

基本的にこのＰＲＴＲの管理というのは、私はここの全体の議論の中で、１つ

うことと、それからあ

ますけれども。

は国際整合とい

と企業の自主管理という非常に重要なポイントが出ていると思いますの

で、あえて申し上げます。 

 もう少し具体的に言いますと、先ほどの説明の中にありましたＲＥＡＣＨというような、要

かなり重要な位

したいわゆる住

後で出てくる議

論の中で、いわゆる我々はこういった自主管理を国際整合の中でどうやってマッチングさせる

かというと、結局は私どものいわゆる法律なり国の制度がここにまだ十分にアプライされてい

ましたように、

うのが出ている

現実を考えると、もうここでこの後の議論を、やはり国の制度はまだここにアプライできない

ところを思い切ってここで変えるべきであるというふうな。ぜひとも今までの制度を否定する

のではなくて、やはりかなり大きくもっと自主的な管理を思い切ってできるような形。それと、

るような仕組み

 そういう意味でここの私の提案を検討していただく中で、ぜひともいい方向に導いていただ

きたいなと思います。 

○佐藤座長 ありがとうございます。そういうご意見今までもかなり出ていたと思うんですけ

○佐藤座長 では、続いて織委員、どうぞ。 

○織委員 法の役割のところに多分関連すると思うのですが、事故時対応の件です。これにつ

いては何度か議論していて、この化管法の中では難しいということは重々理解しているのです

が、化学物質管理において事故時対応をどのようにしていくかということは重要な政策論点の

１つであると思いますので、この「はじめに」のところにおいて化管法の枠組みにおいては現

状では事故時対応というのを入れていくのは難しいにしても、各自治体いろいろな取組を化学

物質管理の中においてやっている、保存量、貯蔵量ですとか取扱量データを収集しているとい

するにいわゆる欧州の規制というのが既に我々のいわゆる企業活動そのものに

置づけを落としているという現実から考えると、きょうの議論の中でもありま

民の安全とかそういうふうな問題もこの中に包含されるという意味では、この

ないという現実をよく意識するべきであると。 

 そういう中で、特に業界の中でも車とかいろいろなところでご意見出され

我々電機の方もやはりこういったビジネスというのが現実の中で化学物質とい

対象物質もＧＨＳというような枠組みの中で大きくいろいろな物質を包含でき

にすべきであると私は思います。 

れども、古賀さんとしてはⅠのはじめにのところに考え方のところぐらい。 

○古賀委員 そうなんですね。ええ、というふうにとってください。 
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うのは事故時対応とは絡みもありますので、そういった自治体のデータを収集

情報を共有していく方向性を考えていきたいということを入れて、事故時対応

では

しながら、今後

についてはここ

無理だけれども、やはり検討していきたいというニュアンスを入れていただきたいと思い

ます。 

○佐藤座長 この話も何度かご議論いただいたと思います。確かに今おっしゃるように、自治

とは非常に大事

方の中ですよね、もし入れるとすれば。 

いけれどもとい

う形で付記していただければというふうに思います。 

○斉藤化学物質リスク評価室長 １点よろしいですか。国と自治体の連携のあり方の部分があ

います。 

○北村委員 これは質問でございます。きょうＧＨＳの問題がいくらか議論されていると思い

ますけれども、このいただいている骨子（案）の中にＧＨＳという言葉は実は１ヶ所ぐらいし

かないんですね。それはエンドポイントの追加の点というふうに書かれているんですけれども。

する意見という

けれども。この

取りまとめのところにはほかのどういったことに書かれる、あるいはまとめるとお考えでしょ

う。 

○佐藤座長 これはきょうご議論いただいたことなので、次回の議論の中でもう一度ご議論い

もう入れないこ

 最初の方の部分についてはそれで。では、大塚先生、手短にお願いします。 

○大塚委員 本当に手短ですけれども。先ほどの織委員の意見は私全面的に賛成ですので、よ

ろしくお願いします。 

 それから、３ページのところで、これ文章変えていただく必要ないんですけれども、３つ目

の丸のところの④で、国民への情報提供と化学物質に係る理解の増進というのが入ったのは大

変よろしいと思いますが。前回もちょっと申しましたように、ＥＵの方でも動きがあって、Ｐ

ＲＴＲといっても国民の参加、環境情報の提供とそれから参加という観点がかなり強くなって

体、企業と向き合っている自治体なんかではできることもあるだろうというこ

なことだと思います。それも初めの方、考え

○織委員 あるいは化管法の役割のところで、法の役割の現行法の下では難し

りますので、具体的にはどこに書くかは事務局で検討させていただきたいと思

○佐藤座長 場所については、では後で。 

 北村委員、どうぞ。 

きょういろいろな方々のご意見にあったと思いますけれども、そのＧＨＳに関

のは必ずしもこれだけではなかった。もっと広範な意見出ていると思うんです

ただくということになると思います。きょうご議論いただいたのでこの中には

とになりますので。 
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きていますので、今回はこれでもいいんですけれども、将来的にはそういうこともこの法律の

いかなければいけないのではないかということをコメントだけさせていただきます。 

○佐藤座長 今のは３ページの白丸の３番目の④のところということですね。わかりました。 

 それでは、次へ。なかなかいろいろご意見出てきますので、では佐藤委員。 

なんですけれど

民の理解の下に

やはりいまひと

つわからないというふうに思っておりまして。今後やはり国民に双方向性の参加をどういうふ

うに実現するかということは非常に大きな法の役割であると同時に課題であるというふうに思

すので。 

は、次に移ってよろしいですか。 

 それでは、ⅢのＰＲＴＲ制度に関する課題と方向性のうちの（１）の化管法の対象となる指

定化学物質についてと、（２）対象事業者の要件について、のうち①の対象業種についてご審

議をお願いいたします。 

させていくとい

うことをまず考えるべきだと私は思っているわけです。この充実化させるというのはデータの

精度であり、またＭＳＤＳに関する内容であるということだと思うんですが。その意味で、こ

れから３つ、両論併記出ておりますね、今は対象業種ですか。これについてですが、やはりこ

加すべきでない

。 

 ちょっと12時で出なくちゃいけないので、先言っていいですか。 

○佐藤座長 はい。 

○北野委員 先言っちゃうので恐縮ですが。次が、取扱量でしたか、最初は対象業種ですね。

ですから、私どもは慢性毒性等を考えると、やはり建築業等については排出先がどんどん変わ

っていくということもあって、私は追加すべきではないということを今考えるわけです。 

 それから、対象事業者の裾切りですか、ここですね、これについてはやはり現在でもかなり

届出多くて、私は処理できる量、マネージブルサイズということを考えると、やはり現行でよ

中で考えて

 以上です。 

○佐藤委員 佐藤です。よろしいでしょうか。法の役割の１ページの論点の下

も。化管法は事業者及び国民の理解の下にというふうに書いてありまして、国

というこの理解のところがこの法律でどういうふうに生かしてあるかという、

っています。 

○佐藤座長 きょうご議論いただいたリスクコミュニケーションの話もありま

○佐藤座長 それで

 では、北野委員、どうぞ。 

○北野委員 全体を通して今回の検討見直しはやはり現行の枠内でより充実化

の法律が長期的な影響を見ていくものであるというそういう観点からすれば追

という方向が私はやはり法律の趣旨に合うのではないかと思っております
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ろしいのではないかと、変更すべきではないという意見です。 

 それから３つ目の取扱量については、これも両論併記されていますが。私は

から２行ぐらいですか、取扱量や貯蔵量等については地方公共団体レベル云々

、８ページの下

とあるんですが。

やはりここは私は国と地方公共団体の役割分担ということを考えて、必要に応じて地方自治体

が要求すればいいものであって、法律的に要求すべきものではないだろうと考えております。 

した。 

員から時間の制限もあるので先の方のご意見も伺いましたけれども。 

○北野委員 もう１つだけいいですか。 

○佐藤座長 はい。 

すが。１つこの

たいと思いますのは、やはりリスクコミュニケーションというの

ションみたいな

感じになってますので、定常的に行っていくものであると。１つはアメリカのキャップみたい

な例もありますが、それが１つ。 

 それからリスクコミュニケーションについては事業者の方が少し大げさに考え過ぎているの

入れたりしなきゃいけない、アドバイザーに頼らなきゃいけ

話集会みたいな形で日常的に進めていくことが

必要だろうというようなことがもし報告書に記載していただければ幸いです。 

 以上です。 

○佐藤座長 ありがとうございます。 

も、ただちょっ

とその対象物質の拡大についてはちょっと私意見が違っていて申しわけないんですが。従来言

われていたように、リスク評価をしていくことは非常に大事なので、現在の物質についてリス

ク評価をしてどう対応するかというのは非常に大事なんですけれども、他方で代替物質に変わ

っていかれるときによりリスクの高い物質に変わっていっているようなことがあると大変問題

があるというご指摘は既にあったと思いますので、そういう観点からも対象物質に関してはか

なり柔軟にある程度の変更はあり得るというふうに考えた方がよろしいのではないかと思いま

すけれども。この点ご議論いただけると大変ありがたいと思います。 

 以上です。 

○佐藤座長 ありがとうございま

 ただいま北野委

○北野委員 先ほどリスコミについてちょっと時間がないので黙っていたんで

次の報告書に書いていただき

は定常的にといいますか、どちらかというと日本ではクライシスコミュニケー

ではないか。ファシリテーターを

ない云々と。そんなことではなくて、やはり対

 それでは、元のところに戻ってご意見を。大塚委員。 

○大塚委員 いや、北野委員がおっしゃっていることは大変重いんですけれど
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○北野委員 すみません、大塚先生、ちょっとそれ僕が早口で失礼しました。

ついては何も言及し

私は対象物質に

ておりません。対象物質については必要に応じて見直せというのが私の意

○大塚委員 そうですか、すみません。 

○佐藤座長 では、まず今対象物質についてご意見あったんですけれども、ほかにご意見ござ

、ＰＲＴＲ化管

法は物質を指定して、ある範囲で合意をもって管理していこうという法律だと私は理解してい

ます。あるルールでもって当然代替物質に該当する物質があるならそれはすぐ取り入れなきゃ

ていくという考

私は理解しています。

ますし、基準を見直すということだと

思います。私の記憶では現行の基準で慢性毒性を中心にした８個ですかね、そういう毒性評価

をきちんとやって、物質を都度リファインしていくということが大事だと思います。 

○佐藤座長 というようなご意見なんですけれども、ほかには。 

については考えた方がいいということもあるかと、ご意見

かなというふう

には…… 

○大塚委員 今のご意見私同じですけれども、基本的には。 

○佐藤座長 そうですか。わかりました。 

うかいろいろご

しなくてもいいというか現

状維持というかそういうご意見がありましたけれども、ほかにご意見は。 

 佐藤委員、どうぞ。 

○佐藤委員 対象事業については建設業、農林水産業というのはかなり排出量が多いというこ

とと、特に建設業は住民とかなり近いところでも使われているということがありますので、私

はこれは入れていただいた方がいいのではないかなというふうに思っています。 

○佐藤座長 今は追加した方がいいというご意見出ましたけれども、中地委員、どうぞ。 

○中地委員 私も追加したらよいという意見でいうと、１つは前回もお話ししましように、医

見です。失礼しました。 

いますか。 

 どうぞ。 

○関澤委員代理 関澤委員の代理の吉田といいます。ここに書いてあるように

いけませんし、それが取り入れられるような仕組みをつくって管理の中に入れ

え方だと思います。現行の基準もそれに沿ってできているというふうに

基準がおかしいのであれば変えなければいけないと思い

 大塚委員から少し対象物質のこと

もあったかと思うんですけれども、今のご意見のようなのが今まで多かったの

 それでは、続いて対象業種についてなんですけれども、これは両論併記とい

議論があって収束してなかったところです。今、北野先生から追加
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療業についてはやはり公平の観点から入れるべきだというふうに思いますし。

ついても、例えば１年以上同じ現場で大きなビルなんかを建設する場合には、

出源とい

あと、建設業に

点源としての排

うふうに考えてある程度の既往要件をつくって届出させるようにした方がいいように

思います。 

 以上です。 

はまず個々の農

、多分規模要件から外れてしまう、大部分が外れてし

まうということであれば、ごく対象は一部ですね、そういうところをどうするかというのはま

たもう少し議論していく将来の課題ではないか。 

ここに問題が書

んですね。建設

で出てくるんだろうというふうに考えられますので、

それについてはまた別な形での管理といいますか、排出管理、抑制というようなことが考え得

るということを考え合わせると、今のところで入れてしまうということ自体が適切かどうかと

いうことはもう少し検討するべきではないか。 

うかはまた別だ

また同じような

議論になってしまってしまいますので、こういう検討課題だよと挙げておいて、それじゃあど

うだろう。医療機関についても数多いですから、どのくらい事務量がふえるとか、実際にどの

くらいの負担になるかというようなことを少し検討するという意味では、一応検討課題ですと

えば次の段階で

いいのではない

かと思います。 

○佐藤座長 北野先生、何か。 

○北野委員 例えば建設業の場合ですね、さっき中地さんおっしゃった工期２年、３年とかあ

るんですが、例えばＶＯＣ考えるとそれが使われている時期というのはほんのわずかなんです

よね、はっきり言って。塗装の時期だけですからね。だから、長年にわたって出るものではな

いという観点があるわけです。それで私は工事事務所、現場からの届出は、そういう形の届出

はいらないと。でも、これはもちろん国として推計しておくという。外すということじゃなく

○佐藤座長 どうぞ、中杉先生。 

○中杉委員 この件について私前にも何回か申し上げたんですが、農林水産業

家に排出を課すのかということになると

 それから、建設業についても、これは場所が変わってくる、誰が出すという

かれているので、それについてどうするかというのはもう１つの議論だと思う

業から出るのは大部分がＶＯＣという形

 一律に北野先生言われるようにもういらないと言ってしまうのがいいのかど

というふうに思いますけれども。今回多分検討しておかないと、次回のときに

いうことを今の段階では取り上げておいてよろしいのではないか。それで、例

あるいはその前の段階で必要になれば加えていくというようなことで考えれば
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て、個々の事業者に届出を要求するというものではないというそういう意見です。 

うことが非常に

絡んでくると思います。つまり、このデータを出すことによって企業が化学物質の自主管理に

つながるものである必要があるのか、あるいはそうではないにしても量をたくさん出している

とによって異な

きながら個別に、

例えば建設業の場合については量は出ているけれども、そこはほかのＶＯＣ絡みで非点検でも

つかまることができると、必ずしもここのデータを公開することによって自主管理というもの

であるということであるならば今回は追加になじまないと、こうい

○佐藤座長 上路委員どうぞ。 

○上路委員 先ほど北野先生の方から建設業ということで出ましたけれども、私は農林水産業

という立場から、先ほど佐藤委員の方から非常に私たちの生活に近いところにあるから農林水

した方がいいのではないかというご意見がありましたけれども。非常に農

 

 それと、農薬に関しましては国一本ということで進められていますが、各県での排出量が全

部計算されてデータとしてあるので、一本としてまとめていくということが非常に扱いやすい

ということもあります。 

れていますので、

。 

○佐藤座長 では、事務局。 

○斉藤化学物質リスク評価室長 幾つかご意見いただいていますが。最初に事務局の方からご

説明させていただいたとおり、建設業あるいは医療業については今この時点ですぐに対象にす

るというのはちょっとまだ難しいかなと思っております。我々関係省庁とも話し合いをしてい

ますが、中杉先生がおっしゃったように、もう少し調査的なものを本格的にやってみたいと思

っておりますので、そういう動向を見つつ、今後の検討課題にさせていただければと考えてお

ります。 

○佐藤座長 織委員、どうぞ。 

○織委員 この業種の追加に関してはＰＲＴＲ法自体をどう見ていくのかとい

ところはその量を把握する必要があるという観点に基づくのかどうかというこ

ってくるのではないかという気がしております。 

 それはやはりどういう観点から見ていくかということを前段で明確にしてい

となかなかなじまないもの

う考え方ができるのではないかなというふうに思います。 

○上路委員 よろしいでしょうか。 

産業もちゃんと追加

林水産業に携わる農家規模は１軒１軒が非常に小さいということもあります。

 それともう１つ、農薬については農薬取締法でもっと厳しい排出の規制がさ

あえてＰＲＴＲではやらなくてもいいのではないかというふうに思っています

- 39 - 



 

○佐藤座長 今事務局の方からあったんですけれども、実際に直ちに追加する

なか難しい点もあろうかと思うんですね。それからあと、要件にかかるかどう

議論もあるので、ここではこういうことを見すえつつも先に検討する

というのはなか

かというような

あるいはデータを集める

というふうにまとめさせていただきたいと思うんですけれども。よろしいですか。 

○御園生委員 すみません、一言だけですけれども。皆さんの議論と今委員長のまとめで結論

の理由が作業が大変だから今回は先に延ばすというようなニュアンス

○御園生委員 そうおっしゃっているとは思わないんですけれども。今の推計法に比べて個別

の届出を要求することによってさほどリスクの低減にはつながらないと判断されるので、今回

指摘ありがとう

 それでは、続いて対象業者の要件（従業員要件及び取扱量要件）についてご議論をお願いい

たします。既にご意見も出ていたところあるんですけれども。これは21人未満という要件を外

すと対象企業が大幅に増加して、今の話じゃありませんけれども、作業量がふえるというよう

○古賀委員 今の対象業種のことなんですけれども、単に非常に手間がかかるという観点では

考えるべきではないと思うんです。むしろ実際のこういった小事業者が、皆さんもご存じのよ

うに、化学物質というのはほとんど単独でビジネスはしていないんですね。つまり、中小企業

見られるという

当に事業者、特

に大きな事業者が末端までできるかというと非常に難しい問題がある。 

 つまり、このことについては中小企業という形はどちらかというと事業者に全面的に負うと

いうよりも、やはり私は国の仕組みとして、大企業はもちろん自前でできるにせよ、中小企業

というのはもう少し国としてこういう特に小企業の人たちをどういう形できちっと管理させる

かという大きな枠組みですよね、そこの中で包んであげないととてもじゃないけれども問題は

解決しないと。単にコストの問題ではなくて、いわゆる制度的にぜひともそのことはここでや

はりこういう制度を見直す上で中小企業にどういう支援をという、先ほどコミュニケーション

は結構ですけれども、そ

に聞こえるのですが。 

○佐藤座長 いえいえ。 

は見送るというような表現にしていただきたいと思います。 

○佐藤座長 もし誤解が生じるような表現だったら、今おっしゃるように。ご

ございました。 

なのは余り理由にしない方がいいんですけれども。 

 どうぞ、古賀委員。 

と大企業が連携した形でもって正常に回っているケースというのがかなり多く

ことから考えると、やはりこれを物理的にこういうようなことをきめ細かに本
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とありましたよね。コミュニケーションも含めて人材教育とか全部入るんですけれども、少な

なと思います。 

藤座長 化管法だけじゃなくて労働衛生にしても何にしても、絡んでくる話だろうと思い

ます。 

 これは議論の中では２つご意見、変更すべきあるいは21人未満の要件は出さなくてもいいと

れども、事務局の提案のとおりに21人未満の要件は外さなくても

 取扱量の要件について、これは現行の１トンあるいは特定第一種ですと0.5トンということ

のわけですけれども。これでよろしいということでいいですか。 

いただきたいと思います。 

出事項についてです。①取扱量、それから②の廃棄物の処理方法、放流先

とではあったん

ですね。これについていかがでしょうか。 

 どうぞ、酒井委員。 

○酒井委員 ありがとうございます。名古屋市の酒井でございます。取扱量について、私も今

扱量は届出いた

わせてというこ

とございましたけれども、私ども名古屋市だけが必要だということではなくて、やはりＰＲＴ

Ｒ法の趣旨である自主管理の促進のためには自治体もそれなりの役割があるだろうと思ってい

ます。そのためには取扱量等も把握をしていかないとなかなか難しいなと実は思っています。

いうことでございますので、そういう意味からいけ

ＰＲＴＲ法の中でしっかり届出事項として入れていただくべきではないかなという

ふうに思います。 

 先ほど事務局の方でできれば今のところ意義が小さいということでございますけれども、も

しそのような記述になるのであれば、こういう意見もあったよということはやはりはっきりし

ておいていただきたいというふうに思っています。 

 以上です。 

○佐藤座長 今の地方自治体のレベルでは大いに必要であるだろうというふうに受け取りたい

と思うんですけれども。 

くともここの中でいい形で場づくりをつくっていただく中に入るんじゃないか

○佐

いうご意見があったんですけ

いいということでまとめさせていただいてよろしいですか。 

 はい、ありがとうございます。 

 はい、ではそういうふうにさせて

 次に、（３）の届

の下水道名の記載についてということで。取扱量については両論併記というこ

までもいろいろ言ってまいりました。名古屋市としましては条例でもって今取

だいているということでございます。先ほど北野先生の方から地方の実情に合

そういう意味で届出を条例で求めておると

ば、やはり
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 佐藤委員、どうぞ。 

○佐藤委員 ＰＲＴＲ情報をリスクコミュニケーションに使う上でも、こうい

はなくて取扱量、それから廃棄物の処理量、こういうものがトータルとしてな

う排出量だけで

いと住民として

よく理解できないと思うんですね。そういう意味ではリスクコミュニケーションをする上でも

この情報が必要であるというふうに思います。 

ンに当然必要で

すが、それは事業者が自主的にコミュニケーションするときに照会していくことだと思います。

今回のこの法律の中では排出量、それから移動量、ここのところをきちんとやるというのがま

要かというと、

○古賀委員 ここで言う取扱量の中というか、排出量はやはりどうしてもリスクにつながると

いうことでわかるんですけれども、いわゆる取扱量はぜひともやはりここではこういう扱いに

すべきでないという方向にもっていっていただきたい。といいますのは、そもそも取扱量とい

ているかという

排出量というの

は明らかにこの排出をきちっと管理して、それでこれがリスクにつながらないという意味では

方向が見えるわけですよ。そういう意味でここの議論を取扱量を取り上げる場合には、ではど

ういう形でこれが役に立って、役に立つという意味ではリスク管理に重要な役割を果たすとい

もっていってい

○佐藤座長 ありがとうございます。 

 では、辰巳委員と中地委員の順で手短にお願いいたします。 

○辰巳委員 私もやはり取扱量というのは、先ほどの織さんが最初に爆発とか危険、危害とい

うような話がこの中では表現できないけれども、いずれはやらなきゃいけないというふうなと

ころに絡ませて、今はここではいらないかもしれないけれども、やはり取扱量というのはどこ

かできちっと把握しなきゃいけないというふうに思っておりますもので、ここでは入れなくて

もいいけれども、今後入れていこうというふうな方向の何か書きぶりは欲しいなというふうに

○佐藤座長 ほかのご意見はいかがでしょうか。 

 どうぞ。関澤委員の代理の吉田さん。 

○関澤委員代理 吉田といいます。取扱量につきましては、コミュニケーショ

ず北野委員が言われたようにやっていくことだと思います。取扱量の届出が必

私は必要ではないと思います。 

○佐藤座長 ほかに。どうぞ、古賀委員。 

うのはこの議論の中であったように、どういう形でもってこれが有効活用され

ことを考えると、やはりいろいろなことを考えなくてはいけない。その中では

うところまで議論を詰めた上で取扱量を取り入れるべきかどうかという方向に

ただきたいと思うんです。 
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思っております。 

 先ほど吉田さんの方でリスコミの中で自然に出てくるというふうにおっしゃ

も、やはりそれはそれだけのリスコミがうまくでき上がった時点で出てくるの

いましたけれど

であって、なか

なか出ない、どこかで出すというようなことがないと、出すというふうになっていないと出て

きにくいのではないかなというふうに私は思っております。 

以上、やはり取

誰もわからない

わけですので、その辺やはり行政的に、少なくとも公表できないのであれば、行政には届出を

するというような形にして、地方自治体には届出するというような形で把握をするべきだとい

うかという話と

の関連なんですけれども。取扱量は私自身は今回は対象にしない方がいいと思っております。

ＰＲＴＲ法の排出量の方は、今回全部公開するというふうになりましたですよね。それと同じ

扱いで取扱量を扱うというのはいろいろな意味で問題があると思います。１つは、企業の秘密

爆発などで危害

い人でない人にまで全部取扱量の情報を出すと、むしろそれが何らかの攻

撃の対象になるという問題もないとは言えないと思います。もし届け出るとしましても、それ

は公表の対象外にする。つまり、排出量とは違う扱いにすべきであると思います。 

○佐藤座長 では、いろいろご意見出てますけれども、ちょっともう一回事務局の方の話を聞

ざいました。事務局といたしましては、

今回のご議論を拝聴いたしましてもやはりこれまでの議論と同じ点が指摘されているのだと思

います。基本的には関係者の間での理解が残念ながら得られていないということかと思います。

それは理由があることかなというふうに一方では思っておりまして、それぞれのお立場お立場

で多分必要とされること、あるいはお考えになっていること異なっていると、これはある程度

やむを得ないというところなのかなというふうに思っております。 

 今回いただきました議論で幾つかございますけれども、例えば自治体でのお取組でございま

す。独自の制度をつくられて取扱量を、それ以外のものにつきましても報告を求める制度をお

○佐藤座長 中地委員、どうぞ。 

○中地委員 その前の対象事業者の規模要件のところで取扱量というのがある

扱量をきちんと報告をしていただかないと対象業者なのかどうかということが

うふうに思います。 

○佐藤座長 では、加藤委員、どうぞ。 

○加藤委員 先ほどおっしゃってらした意見と同じで、リスクにつながるかど

情報にかかわるようなものであるということです。それからもう１つは、直接

を受けるかもしれな

いてみたいと思います。 

○森下化学物質審査室長 いろいろご意見ありがとうご
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つくりになっているようなところございます。そういったところにつきまして

書の中にも書き込んでいきたいと。つまり、自治体においてそれぞれのニーズ

まな形でそういった制度をつくっておら

はきちんと報告

に応じてさまざ

れるところもあるということについてはきっちり書き

込んでいきたいというふうに思っております。 

 それから、取扱量を使ってリスクコミュニケーションを進めていくということでございます

つきましてはこ

て、そこにさま

でいくのか、そ

れを関係者が共有をしていく。そして自主的な取組を進めていくというような取組もあろうと

思いますので、まずそういったところで取組をまず進めてみてはどうかというふうに実は考え

ことも非常に大

んどん出してく

ださい。出してくださったところを社会がほめるといいますか、そういう表彰と言ったら言い

過ぎかもしれませんが、どんどんいいことだということで奨励をしていく、そんな社会をつく

っていくということも重要ではないかと思っています。そういった個別の対応についてもいろ

いうようなこと

○佐藤座長 ありがとうございます。 

 いろいろご意見いただいてはいるんですけれども、取扱量の取扱いについて若干難しい点も

あろうかと思いますし、ここで入れないからといって例えば地方自治体が必要に応じて報告を

ろうと思います

れないという形

にさせていただきたいと思うんですけれども。 

 では、手短に。 

○城山委員 結論については結構かと思いますけれども。例えばこの理由のところで、営業秘

密的なものがあるから求めるべきでないというのと、地域の事情に応じてやればいいというの

は詰めて考えると矛盾することはあり得るわけですね。地域の事情に応じて出して、それが営

業秘密とでは変わりないのかというと、これはそういう意味で言うと極めて多面的な表現にな

っているということを認識すべきだということと。 

が、まだその仕組みができていないとのご指摘もございました。ただ、これに

れ後ほど出てまいりますけれども、フォローアップをする場というのをつくっ

ざまな関係者の方にご出席をいただいて、情報を共有しながらどう取組が進ん

ております。 

 また、個別にリスクコミュニケーションを個々の事業所で進めていくという

事だと思っておりますけれども、そういったところは個別に出せるところはど

いろな情報共有して推奨していくというようなことをやっていったらどうかと

で考えているところでございます。 

求めるなり、あるいは消防法なんかでは取扱量とか貯蔵量とかと関係するんだ

けれども、別の枠組みでもあるということで、現在の段階ではこの取扱量は入
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 逆に言うと、ここで恐らく詰めることは不可能でしょうけれども、地方公共

域の必要性に応じて対応すればいいと。では何が必要性なのかということをむ

いうことがどこかの段階で必要で、多分今は個々の自治体のプラクティスとい

団体レベル、地

しろ整理すると

うのをいろいろ

実験されるということは意味があるかと思うんですが、それはただ推奨すればいいということ

でも多分ないのだろうと。そこはむしろ事業者さんがどういうふうに考えられているかという

理してみて、ど

いのか。あるい

はここで言う営業秘密的な考慮とのトレードオフもあり得るわけですから。ただ、そういうこ

との整理がもう少しやった段階で必要であるということは認識しておくべきかなというふうに

いですか。特に、

ではよろしいということにさせて……、中杉先生、どうぞ。 

○中杉委員 これはそれで結構だと思いますけれども。例えば私の意見として入れていただい

ているんですが。下水処理場とか廃棄物処理施設からの出てくる量が今のところ全くわからな

えば廃棄物処理

をしてもらうということは負担になると思

いますけれども、こういうことによって下水処理場は自分のところにどういうものが入ってく

るかがわかることになりますので、これはもう努力というか、まさに自主的なあれですけれど

も、できるだけ下水処理場の方でそこら辺のところも踏まえて公表していただくようなことを

すので。 

申し上げておき

たいと思います。 

○佐藤座長 はい、ありがとうございます。 

 それでは、先へ進ませていただきます。今の章というか、ＰＲＴＲ制度に関する課題と方向

性の残りの部分について、何かご意見がございますでしょうか。 

○大塚委員 11ページのところで（２）のところで、課題と今後の方向性の自治体のところに

ついて、３つ目の丸ですけれども、地域の特性に応じた各地方公共団体独自の取組は重要であ

るということなんですけれども。これはこのとおりなんですが。ちょっとあっさりし過ぎてい

のは興味あるんですが、あえて答え求めませんけれども。 

 つまり、その必要性に応じてやってみる。それをどこかの段階でもう一回整

ういうことのために意味があって、どういうことのためには必ずしも意味がな

思います。 

○佐藤座長 重要なご指摘をありがとうございました。 

 その次の特に放流先の下水道名の記載ということについては、これはよろし

い話で、これでいくと少しそこら辺がわかってくるのかなと思うんですが。例

業者は小さな業者が多いので、それぞれにまた報告

努力していただければというようなことを考えていま

 この報告書に盛り込む云々の話ではございませんけれども、この場を借りて
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るので、もう少し書き加えていただきたいことがございます。 

 １つは、現状のところの１つ目の丸に出ているように、届出データのチェッ

業者の確認の点で非常に重要だということがあるので、これは地域の特性に応

クとか未届出事

じたという話で

は必ずしもないと思いますけれども。重要だということもう一度メンションしていただくと大

変ありがたいと思いますし。 

ども、前に東京

って、自治体は実際

に関してはもう

少し危機感を持った書き方をしていただいた方がよろしいのではないかと思っています。 

 さらにもう１つ、自治体間の情報の共有ということが大事だという話はあって、これは13ペ

ているというご

報を積極的に収集する

方は期待される

とかいってかなり人ごとみたいな書き方になっているので、これは国としてはそうだというの

もわかることはわかるんですけれども、もう少し積極的な書き方をしていただいて。 

 情報の共有についても、自ら自治体がそういうことをしていただくことが期待されますので、

いと思います。 

 先ほどの取扱量の話のところでも地方自治体の役割の重要性みたいなご指摘があったと思い

ますので、今のご意見を取り入れた形にさせていただきたいと思います。 

 では、中地委員、手短にお願いします。いつも申し上げて申しわけありませんが。 

各政令市等がや

、やはり大阪の場合は政令市である大阪市と堺市はやっていないとい

うようなことがそのままやっているというのは、地方自治体の取組の方ばっかり出ているんで

すけれども。やってないところについてはどういうふうに底上げをするのかというようなこと

はどこかに書き込んでいただきたいなというふうに思います。 

○佐藤座長 わかりました。いいところばっかり書かないで、現状のところでまた書かなきゃ

いけないだろうと思います。 

 次に進んでよろしいですか。 

 それでは、４番目のⅣ章の化学物質の自主管理に関する課題と方向性についてご意見があれ

 それから、やや危機感を持っていなければいけないことだと思うんですけれ

都の方からお話があったときに、自治体の方も財源不足でというお話があ

のところでは取り組めるのかという実情が本当はあると思いますので、その点

ージにも出ていますので、３の（１）のところに出ていますのでこちらで書い

趣旨だとは思いますけれども。自治体の方もほかの自治体との関係で情

ようなことをしていただかないと、この13ページの（１）の２つ目の丸の書き

11ページの方にもそういうことをもし書いていただけると大変ありがた

○佐藤座長 ありがとうございました。 

○中地委員 経由事務の話なんですけれども、現行都道府県だけじゃなくて、

っているんですけれども
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ば伺いたいと思いますが。 

 佐藤委員、どうぞ。失礼しました。 

○佐藤委員 自主管理についてはＰＤＣＡが回っていませんと毎年きちんと何かをやって見直

していくということができないと思います。そういう意味では環境マネジメントシステムの中

でこの化学物質管理をどのように位置づけて、それを推進してもらうかということが必要だと

を持って、その中で環境

の連携をとりな

がら化学物質管理について中小企業も参加できるということが必要だと思います。 

 また、エコアクション21というのは地域とのコミュニケーションというものがマネジメント

管理と同時にリ

ふうに組み込んでいくかと

ではないかというふうに思います。 

○佐藤座長 重要なご指摘ありがとうございました。今のご意見はもし入るとすると13ページ

の３のところですかね、それとも14ページの４．の方、どちらになりますかね。 

○佐藤委員 私のイメージとしては３ですね。 

○城山委員 今の点ともかかわります。それから、先ほど裾切りの21名のところでたしか古賀

委員がおっしゃられて結構重要ではないかなと思うんですけれども。つまり、21名の裾切りの

ときの理由で、事業者の負担を考えて21人以下のものは対象にしない。つまり、データをとる

を考えてしないと一方で言っていて、それからこの自主管理のところは一

しい。自主管理

はここで言ってることで言えば環境リスク評価までやってほしいわけですね。つまり、負担を

考えるとデータもとれないところに自主管理で環境リスク評価という、さらに高等なことをや

ってもらいたいということもある意味で言っているわけですね。だから、そこをセットでどう

考えるかということで。 

 逆に言うと、ある意味では実質的にはそこのまずベースのことをちゃんとやってもらうとい

うのがあって、その後ここまで求めているんですよ、かなりだから大変なことを求めているん

ですね。そう簡単なことではないわけですが、重要なことを求めているんだということがわか

思います。 

 例えば中小企業については環境省ではエコアクション21という制度

マネジメントを進めるということになっておりますけれども、そういうものと

の中に入ってなければいけないということにいるんですね。したがって、自主

スクコミュニケーションも含めてマネジメントシステムにどういう

いうことについてもっと働きかけが必要

○佐藤座長 はい。 

 ほかに。城山委員、どうぞ。 

ことすら対象に負担

応裾切りは形式的にはないわけですね。つまり、自主管理はちゃんとやってほ
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るような表現にしておく必要は多分あるんだろうなと。 

 逆に言うと、21名の裾切りのところで余り事業者の負担というのを言い過ぎるのはちょっと

気がいたします。 

○佐藤座長 論理の整合性というところから考えるとおっしゃるとおりだろうというふうに思

います。 

ようにというご

要だなと思った

のは、実際にはサプライチェーンは中小企業も大企業もセットなんですよね。そういう意味で

大企業の観点から見ても中小企業がちゃんとやってくれないと多分システム全体が回らないわ

意味では公的な

のであれば場合

どういう形か確保すべきだということぐらいは場合によっては言っても

いいことなんだろうなというふうに思います。ちょっとそこまで、今回どこまで踏み込まれる

かわかりませんが、結構そういう意味で言うと重要な問題提起をいただいたのかなという印象

を個人的には受けました。 

議論していない

ども。日本の企

業形態なんか考えると確かに重要なご指摘だろうと思います。 

 加藤委員。 

○加藤委員 その裾切りの話で、やはりリスクに基づいて対象にしないというのであればわか

ない」という意

のがどれほど取

り扱われているかという現状について把握されているのかどうかということだけちょっと伺い

たいと思います。 

○佐藤座長 では、事務局の方から。 

○森下化学物質審査室長 例えば21人以下からの排出量については、例えば地方自治体で独自

の制度をおつくりになって把握されているところがございます。これは国のナショナルミニマ

ムでのＰＲＴＲの仕組みと、あるいは地方自治体でも別個のニーズに応じた取組と多分役割分

担があるんだろうというふうに考えています。例えば人がたくさん住んでいるところに小さな

弱めた方がいいかなという、ちょっと先ほどの例になりますけれども、という

 先ほどの議論の中で21人未満は外すというところに余り作業の話は書かない

意見もあったと思いますので。 

○城山委員 ちょっともう１つだけ。古賀委員がおっしゃられたのはすごく重

けで、そういう意味で中小企業なんかもちゃんとやっていくということはある

役割として場合によってはちゃんとやるべきだ。逆にそれはリソースが必要な

によってはリソースは

○佐藤座長 今のお話、重要なご指摘だと思うんですが、ただこの中では余り

ことなのでどう書き込めるのかというのはちょっと難しいかと思うんですけれ

るんですけれども、手間だけということだと、先ほどの「理由として成り立た

見との論理の整合性の問題がある。ですから、21人以下のところでどういうも
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工場・事業所がいっぱいあるようなところ、そういうところでは特別に固有の

そういう取組も進んでおられるというよう

仕組みができて、

なことで。これ役割分担してやっていけばいいので

いるところです。 

○佐藤座長 よろしゅうございますか。 

 どうぞ、吉田さん。 

はりこの範囲は

が必要になって

力そういう一人で作業しているような工場の

方々の負荷をミニマイズして精度よくデータをとることが課題だと思います。今も推計してい

るのでその推計レベルを上げることが重要だと思います。 

常に重要だと思

います。これはあくまでも14ページのところで書いてあるように、自主管理が機能していくの

は国民が情報を得て、それを国民が監視してなおかつインセンティブを与えるという仕組みが

あることが大前提となっていると思いますが、これはこのニュアンスだと現状ではあるという

公開ですので、

なっているわけ

ではないからこそ、14ページのこういったフォーラムですとかこういった取組状況をしなけれ

ばならないというところの書き方のところを少し工夫していただければと思います。 

○斉藤化学物質リスク評価室長 今はまだやってない業種ごとの発表の場をつくっていくとか、

いと思っていま

○織委員 それはそうですが、その書き方として、現状が仕組みになっているという書き方に

なってますけれども、むしろそこが足りないところが問題なのではないかということで、課題

へつなげていただきたいと。 

○佐藤座長 まだご意見あろうかと思うんですけれども、時間がお約束の時間をさらに５分過

ぎておりますので、きょうのところのこの中間取りまとめ骨子（案）についてはこの辺で終わ

りにしたいと思うんですけれども。 

 一応両論併記のところは決めていただいたというふうに理解しております。 

はないかなというふうには考えて

○関澤委員代理 21人の件のときにも経済的なことを申し上げたのですが、や

国の推計範囲にすべきだと思います。その精度を上げるためにいろいろな調査

くるのであればそこに逆にリソースをとって、極

○佐藤座長 はい、ありがとうございました。 

 一応最後まできたんですけれども、では織委員、手短にお願いします。 

○織委員 すみません、手短に。14のあたりですが。自主管理という名前は非

形の書き方になっていますが、ＰＲＴＲ法データはあくまでも排出量データの

これは必ずしも自主管理の実施にインセンティブを与えて状況を知る仕組みに

いろいろ新しい取組は今後とも我々ここに書いてありますとおりやっていきた

す。 
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ら、会合が終わ

意見を提出というふうに今までやっていただいてましたけれども、

 それでは、今後の予定について事務局から連絡お願いいたします。 

○森下化学物質審査室長 活発なご議論ありがとうございました。次回の合同会合でございま

がある場合には

たいと思います。なお、所要時間については議論が長

引くことも予想されますので、16時半ぐらいまで、16時30分ぐらいまで延長させていただく可

能性があることをご承知願いたいと思います。 

をいただき、次

ご了承を得た後にホームページに掲載する予定です。よろしくお願いいたします。 

○佐藤座長 それでは、お約束の時間を過ぎましたけれども、本日の審議を終わりとしたいと

思います。 

 どうもありがとうございました。 

○森下化学物質審査室長 すみません、１点だけ。コメントの期限ですが、６月20日までにお

送りいただけるようにお願いいたします。恐縮です。 

○佐藤座長 では、どうもありがとうございました。散会いたします。 

 

 それから、まだ発言が十分にできてかったというようなことがございました

った後に事務局の方に追加の

そういうふうにお願いいたします。 

すが、６月29日、金曜日、14時、午後２時から経済産業省別館９階の944号会議室にて開催さ

せていただきます。場所については流動的なところがございまして、もし変更

委員の皆様方にご連絡をさせていただき

 本日の議事録につきましては前回同様原案を作成しまして、各委員にご確認

回会合で

 事務局からは以上です。 


